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1.は じ め に

1)

本論文は,1999年8月 に畑中著により発刊 された 「経営の フロンティア」

に関 して,そ のポイン トとその後の実証的考察の成果 を述べ るものである。

「経営の フロンティア」 は,1999年3月,神 奈川大学経営学部が経営学博士

の第一号 として畑 中に授与 した論文そのものを,日 経BP企 画により編集 さ

れ発刊 した ものである。

衣笠お よび畑 中は,「 経営の フロンティア」発刊時点において洞察か らの

仮説事項であった部分につて,そ の検証 と実証的考察 をfほ ぼ4年 間にわた

り行ってきた。その結果,当 時では,ま だ仮説的な論理考察 を含んでいた枠

組みについて,次 々と普遍化 してきたことが検証 された。そ して,そ れ らの

多 くがすでに命題化 さえ していることも確認 された。

「経営の フロンテ ィア」 は,ト ップ ・マネジメン トが対峙する 「挑戦 と未

知の領域」 についてケースス タディを軸 にその要因を論 じたものである。そ

こで提示 されたポイン トは,1950年 代以降の経営に関る外部環境 と内部環境

に起 きていた経済効果の発現 について,そ の要因を 「規模 の経済」「範囲の

経済」「時間の経済」 「情報の同時性 と共有の経済」 としてみるという枠組み

であった。衣笠 と畑中は,そ れらの枠組みについて,経 営の トップ ・マネジ
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メン トが取 った戦略的行動 との関係 とその結果である事業経営の経過(ケ ー

スス タデ ィ)を 詳細 にわたって継続的に観察 して きた。この観察 を通 じて,

「経営の フロンテ ィア」 によって提示 された各々の枠組みは,そ れぞれ必然

性 をもった事象であることが確認 された。

本論文 は,1999年8月 に発刊 された 「経営の フロンテ ィア」 により提示 さ

れた 「規模の経済」「範囲の経済」「時間の経済」「情報の同時性 と共有の経

済」 について,そ れらがその後の継続的研究 により,ど う具現化 し,実 証 さ

れたかについて述べている。 トップ ・マネジメン トが対時する 「挑戦 と未知

の領域」 が,何 故 「規模の経済」「範囲の経済」「時間の経済」「情報の同時

性 と共有の経済」 といった枠組み と強 く結びついているのかについては,概

要のみ触れる事にとどめる。詳細 なケーススタデ ィから生み出 された洞察 と

論理的な枠組みへの研究 については,畑 中著による 「経営のフロンティア」

を参照願いたい。

「経営の フロンティア」のなかでは,「 規模の経済」 「範囲の経済」「時間の

経済」「情報 の同時性 と共有の経済」の特徴 を検証するために,そ の半分近

くを事例研究 として当てている。事例研究は,花 王株式会社,株 式会社セブ

ンイレブンジャパ ン,フ ェデラル ・エクスプレスといったケースを主に取 り

上げている。特 に,花 王株式会社 と株式会社セブンイレブンジャパ ンの トッ

プ ・マ ネジメ ン トか らは,「 経営のフロンティア」が提示 した内容 について

高い評価が得 られ,自 社経営の参考 とするむねの報告が得 られている。

ここでは,「 経営の フロンテ ィア」 によって提示 された4つ の枠組みの概

要 と,1999年 以降に衣笠 と畑中により検証 された新たな部分について,事 例

とその概念を追記 してある。
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1]フ ロンテ ィア と戦略的課題

1.現 在 進 行 中 の フ ロ ン テ ィア

現 在 進 行 して い る経営 の フ ロ ンテ ィアは,IT(イ ン フ ォ ー メー シ ョ ン ・

テ ク ノ ロ ジ ー)を 主 軸 に した最 前 線 で あ る。1999年3月,畑 中 は博 士 論 文 に

お い て,ま た,著 書 で あ る 「経 営 の フ ロ ンテ ィア」 の なかで,こ れ を仮 説 と

して 「情 報 の 同 時 性 と共有 の経 済」 に よる経 済効果 の発現 とい う枠組 みで観

る提 示 を行 った。 この提示 は,「 情 報 の 同 時 性 と共 有 の 経 済」 に よる経 済効

果 を発現す る基盤 が,プ ラ ッ トフ ォー ム の概 念 に あ る とい うもの であ る。

プラ ッ トフ ォー ム とは,自 動 車 の共 通 筐体 を指 した り,電 車 の乗 り降 りに

必 要 な共 有 場 所 その もの を指 した りす る。1999年 当 時 で は,コ ン ピュ ー ター

業 界 に お い て マ イ ク ロソフ トのOS(オ ペ レー シ ョ ン ・シス テ ム)が,市 場

とコ ン ピュ ー ター 機 能 に対 し,プ ラ ッ トフ ォー ム型 と囲 い込 み形 を形 成 して

2)

い るので は ないか,と い っ た仮 説 提 示 が 国 領 二 郎 に よって な されて いた の

みであ った。

ビジネス ・プラ ッ トフォームなる用語 は,す で に先 端 を走 る事 業 経 営 の キ

ー ワ ー ドとなってい る
。 ビジネス ・プラ ッ トフォーム なる概念 は実際の事業

経 営 におけ るキー ワー ドと して認知 されて いるが,ま だ,普 遍 的経 営 ツ ー ル

とな っ て い る とい う段 階 まで は きてい ない。事業経営 と して成功 させ る ビジ

ネス ・プ ラ ッ トフ ォーム を創 出す るのが難 しいか らであ る。 ビジネスモ デル

の特許 申請 は多 く出 されてい るが,フ ロ ンテ ィア の壁 は,現 実 に は なか な か

乗 り越 え られ る もの では ない。

電車 の乗 り降 りに必 要 な共有の場 であ るプ ラ ッ トフ ォームは,電 車 を利 用

し よ う とす る誰 で もが 使 わ なけれ ばな らない場 であ る。 これ を使用 す る顧 客

は,電 車 賃 の 中か ら,そ の使 用 料 金 を意 識 しな い で課 金 されてい る。 プラ ッ

トフォーム は乗 り換 えや行 き先 の異 な る顧 客が,共 有 して利 用 で きる よ うに
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す るための イ ンター フェース の役割 も持 ってい る。年齢,性 別,貧 富,目 的

の 違 い を問 わ ず,ま た,利 用 す る こ とに よ って 生 み 出 され る価 値 の違 い も問

わない。東京 駅,新 宿 駅,大 阪 駅 とい っ た電 車 の行 き先 の異 なる車線 を もつ

ネ ッ トワー クの結合点 で は,｠の 乗 降 客 は大 変 な数 に の ぼ る。 この プラ ッ

トフ ォーム を通過利用 す る大変 な数が,個 々 の全 く違 っ た価 値 を生 み 出 して

い くことがポ イ ン トであ る。

イ ンター ネ ッ トが生 み出 したネ ッ トワー クは,こ の共 有 場 所 に な りう る機

能 を電 車 の プラ ッ トフ オー ム と同様 に提 供 してい るのであ る。 この共有場所

の利用者 は同時 に同 じ状 況下 にあ る とい うこ とも重要 なポ イ ン トとな る。同

時性 の存在 で ある。電 車か ら降 りた とき,あ るい は乗 る と き,時 間差 の ない

状 況 を利 用 者 は 同 時共有 している。 イ ンター ネ ッ トをッール と して もつ ネ ッ

トワー クや,イ ン ター ネ ッ トをイ ンタ ー フ ェース と して持 つ場 も,利 用 者 は

時 間差 の ない 状 況 を同 時 共有 してい る。

イ ンター ネ ッ トが提 供 す る場 は,Web.技 術 の 環 境 に代 表 され る よ う に,

ボ ー ダ レス の 場 で あ り,不 特 定 多 数 が 参 加 し情 報 共有 を してい る場 であ る。

そ こで は,何 か で定 義 され て い る事 業 領 域,と い っ た概 念 は な りた た ない 場

とな ってい る。

この こ とにつ いて,畑 中 は 「経 営 の フ ロ ンテ ィア」 の なかで,先 端 を走 る

事 業 経 営 者 の 戦 略 的行 動 に よって創 出 され る場 につ いて,そ の 特 徴 を取 り上

げ て い る。 また,事 業 経 営 に よ る経 済 効 果 の発 現 を 「情報 の 同時性 と共有 の

経済」 として仮説 設定 し,そ の 要 因 に つ い て も分 析 を してい る。 まさに,現

在 進 行 形 に あ る フ ロ ンテ ィア その もの につい て,す で にそ の 中 で指 摘 して い

る。

で は,何 故,「 情 報 の 同時 性 と共 有 の経 済 」 が現在 進行形 にあ る フロ ンテ

ィアそ の もので あ る とい えるの で あ ろ うか。 「情 報 の 同時性 と共有 の経 済」

の起 きる前 には,ど ん な フ ロ ンテ ィアが 存 在 して い たのであ ろ うか。

1950年 以 降,経 営 の経 済 効 果 発 現 の 要 因 とな った,「 規 模 の経 済 」 と 「範
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囲の経済」は,ど ちらも 「拡大」 を軸に している。この 「拡大」の要因から

なる軸に対 し,1980年 代に,資 金回転効率や伝達 ・伝i播のス ピー ドの速 さの

要因か らなる経済効果発現の要因が,経 営 に関る事業の外部環境 と内部環境

に起 きていた。このことについて,畑 中は 「経営のフロンティア」のなかで,

事例研究 を基 に,回 転効率やス ピー ドか ら生 み出され る経済効果の発現 を

「時間の経済」 として提示 したのであ る。この 「時間の経済」が生み出す回

転や伝播のス ピー ドの速 さの要因か らなる軸 に対 し,イ ンターネ ットの環境

に代表 される 「情報の同時性 と共有の経済」 による経済効果の要因を,新 し

いフロンテ ィアとして提示 している。「情報の同時性 と共有の経済」 による

経済効果が発現 されるレベルの度合いを新たな要因軸 として 「時間の経済」

「範囲の経済」 「規模の経済」 に結合 させ ると,現 在進行中であるフロンティ

アその ものが見 えて くるのである。

情報の同時性 と共有の度合いが高いと言 うことは,個 々の ビジネスが,あ

る同一の共通手段や共通環境,あ るいは共通言語や共通媒体か ら構成 されて

いる比率が高い とい うことを意味する。この比率が もっとも高 くなる環境が,

インターネッ トによるネッ トワーク環境である。イ ンターネッ トによるネッ

トワ._._ク環境 は,オ ークションサイ トのマ ッチ ング機能に代表 されるように,

需要側 と供給側の対峙関係 を協調関係へ と変化 させた。協調関係は,プ ラッ

トフォームを介 して,同 一の塊になるとい うことを意味する。同一の塊は,

便益 もリスクも折半 となる需給 関係 を生み出す。需給の両者がWIN・WIN

の関係 を保つ共通基盤の発生である。需給関係がWIN・WINの 強調関係 に

なればなるほど,需 要側 と供給側の橋渡 しをしていた中間プロセスは,そ の

意義 を失 ってい くことになる。

これが 「情報の同時性 と共有の経済」の特徴である。そ して,こ の特徴が

プラッ トフォームその もの となるのである。
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2.現 代企業が直面するフロンティアの概要

フロンテ ィアの一般的な定義は,

「FRONTIER」:Anyregionofthoughtorknowledgenotyetexplored.(未 だ

探索 されていない考え方や知識のあらゆる領域)で ある。

現代企業が発展 してい く段階には,製 品や商品にPLC(プ ロダク ト ・ラ

イフ ・サ イクル〉があるように,企 業の事業経営 にも普及期や成長期 そ して

成熟期があることが経験則で分かっている。それらは,事 業その もののサ イ

クルであった り,事 業 を取 り巻 く外部環境や業界その ものが保有する特徴的

環境か らくるサイクルであった りする。また,国 際 レベルでの経営環境では,

生産立地の転換がそのサイクルを左右す ることさえも起 きている。 また,近

年,す さまじい変化 を起 こしている情報産業分野では,普 及期の速度が瞬時

といって よいほどの情報の伝播速度 をもつインターネ ットのネッ トワーク環

境に より,製 品や商品のPLCを 大 きく変 えて しまうような経営環境 も生 ま

れている。長い間,知 識の集約 とい う価値 をもつ百科事典発刊の頂点 にあっ

たブリタニカ社が,イ ンターネ ットの ビジネス環境 の出現で,た った1年 あ

ま りの間で凋落の憂 き目にあった例 は,ま だ記憶 に新 しい。

この環境の変化や,事 業経営その ものによる変化 は,経 営の トップ ・マネ

ジメン トにとってiあ るときは経営継続にかかわる課題解決が必要になった

り,事 業が直面 している未知の世界への挑戦が必要であった りする。そこで

起 きていることについて,経 営が直面す るフロ ンティアを明確 にするには,

過去か ら現在 にいたるまで を段階的に解明する必要があった。 この ことがs

未知の世界へ挑戦 している事業 とその事業を取 り囲む特徴的な環境に注 目す

ることとなった。 このため,フ ロンテ ィアに対 し,ト ップ ・マネジメン トが

乗 り越える行動 を戦略的行動 と位置づけ,事 業経営その もの と事業 を取 り巻

く環境の変化 について仮説 に対する考察 と検証 を継続的に行って きたのであ

る。

トップ ・マネジメン トが取 るべ き戦略的行動(StrategicBehavior)と は,
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戦 略的 意思 決定 であ り,フ ロ ンテ ィア(Frontier:未 開 の 地/未 知 の 世 界)

に 向 け て ト ッ プ ・マ ネ ジ メ ン ト(TopManagement)が 取 る べ き行 動

(Behavior)と い う こ と を意 味 して い る。 こ れ は,ト ップ ・マ ネ ジ メ ン トが

経 営 継 続 を維持す るため に必 要な,企 業 の 内部 バ リュ ー創 出 の基 本 となる課

題 解 決 型 や,経 営 組 織 を 通 じ た 業 務 改 善 的 組 織 行 動(Activityof

OperationallmprovementthroughOrganization)と は,お お き く異 な る概

念 とな って い る。 この異 なる概念 とは,ト ップ ・マ ネ ジ メ ン トの 戦 略 的 行動

に よって新 しい環境創 出が な され,事 業 の 外 部 バ リュ ー創 出 が う まれ る とい

うものであ る。

新 しい環境 創造 に結 びつ く企業 の外 部バ リュー創 出 とい う行動 を経 営 に要

請す る対象 となる フロ ンテ ィアは,

*経 済 環境 の 枠 の 中 で見 る

*ビ ジ ネス 環 境 の枠 の 中 で 見 る

*事 業 経 営 の 枠 の 中 で見 る

*商 品市 場 の 枠 の 中 で見 る

とい う4つ の観 点 か ら見 る こ とが で きる。

経 済環境 の枠 の 中で見 る フロ ンテ ィアの例 として,L.C.サ ロ ー は,「 歴 史

的 に は偉 大 な探 検 家 た ち が現 れ た。か れ らは ビジ ョンへ の信 念 と冒険精神 を

もち,既 知 の世 界 の フ ロ ンテ ィア を拡 げてい った。」 「人類 が修 得 で きる もっ

と も重要 な技能 は未来 を予言 す る能力 では ない。必要 なの は,未 来 の未 知 の

海域 を進 む た め の 進 路 を描 く技 能であ る。経 済 と社会 の基礎 的 な推進力 の理

解 に探検 と冒険 の精神 を合 わせ れ ば,人 類 は 自分 自身 の た め の,あ る い は会

社 の た め の 新 しい 方 向 を描 き出せ る ことが で き,そ れ は 人類 が21世 紀 に生 き
3?

残 り,繁 栄 す る チ ャ ンス を大 い に増 大 させ るだ ろう。」 と提示 してい る。

ビジネス環境 の枠 の中で見 る例 と して,P.F.ド ラ ッカ ー は,「 産業 ,市 場,

価 値 観 そ して科 学 技 術 にお い て,す で に生 じて い るが,ま だ 十 分 な影 響 力

を及 ぼ す に至 っ てい ない変化 は何 か。」 が重要で ある と し,「 イ ノベ ー シ ョン
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が変化 を創 り出す と考 え られてい るが,そ れ は希 で,成 功 す る イ ノベ ー シ ョ

ンは,す で に生 じて い る変 化 を利 用 す る。」 と提示 して いる。 また,P.F.ド

ラ ッカー は,「THEFRONTIEROFMANAGEMENT」 の著 書 の 中で,「 明 日

が どの よ うな もの に な る か は,組 織 で 働 く意思 決 定 者 の知 識,洞 察 力,先 見

性,能 力 い か ん にか か っ て い る」 と して,経 営 の 組 織 が 直 面 す る フ ロ ンテ ィ

アへ の対処策 を啓示 的 に論 じてい る。

事 業経営 の枠 の中で見 る フロ ンテ ィアの例 と して,M.E.ポ ー ター は,買

い 手 の 求 め る価 値 と相 対 的 な コス ト ・ポ ジシ ョンとの間 に,事 業 活 動 が ベ ス

ト ・プ ラ クテ ィス を発現 してい る先端 があ り,そ こ に生 産性 の フ ロ ンテ ィア

が 生 じて いる と して,「 コス トと差 別 化 を 同 時 に改 善 で きるのは,生 産性 の

フ ロ ンテ ィ アが 外 に 向 か って広 が ってい る時 しか ない。企 業 が現在 のベ ス

ト ・プ ラクテ ィス を達成 して,フ ロ ンテ ィア に い る時,コ ス トと差 別 化 の ト
4)

レー ド ・オ フはまが うこ とな き事実 であ る。」 と提示 している。

商 品市 場 の枠 の中 で見 る フロ ンテ ィアの例 と して,D.タ プス コ ッ トは,

「デ ジ タ ル ・エ コ ノ ミー で は,よ りきめ細 や か な情 報 収 集 が で き,詳 細 な レ

ベ ル まで 踏 み 込 ん だ分 析 や行動が可 能 になる。 ミクロ ・レベルで は豊富 に取

引情報 があ るが,一 般 化 され た マ ク ロ経 済 と して 集約 される と詳細 が わか ら

な くなる。新 しい経 済 は よ り大 き く取引 の量 に依 存 している。」 「経 済優位性
5)

を得 るため に必 要 な最 大 の源 は知識 を行動 に移す能力 で あ る。」 と提 示 して

いる。

これ らに対 して,畑 中が 「経 営 の フ ロ ンテ ィ ア」 で提示 したフ ロンテ ィア

とは,「 経 営 の トッ プ ・マ ネ ジ メ ン トが,未 知 の 世 界 へ と挑 戦 す る対 象 と,

そ の事 業 が 創 出 した新 しい環 境 が経 営 の フロ ンテ ィアであ る」 と した もので

あ る。

この概 念 の設定 は,H.1.ア ン ゾ フが 提 示 した 「製 品一 市 場 マ トリックス」
6)

の概 念,お よ び,衣 笠 の研 究 に よ り,「 規 模 の 経 済 」 と 「範 囲 の 経 済 」 の 間

に フロ ンテ ィアの名 に値す る稜 線が あ るこ とが確 認 で きた ところか ら発 して
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いる。過去か ら継続的に普遍化 して きた事象 は衣笠の研究 を実証 している。

現在起 きている事象か らは,経 営を取 り巻 く環境の激変の中で起 きている事

象の基軸 にあるものを 「情報の同時性 と共有の経済(OnTimeandCommon

OwnershipofInformationEconomies)」 と設定 したことで,そ こにフロン

テ ィアがあることを見出すことができ,そ の後の検証 によ りその存在 につい

て再確認が なされた。

現在 までの検証では,イ ンターネ ットが大量情報の同時双方向コミュニケ

ーシ ョンを可能 とさせたことによって得 られた情報共有が
,新 しい事業価値

の創出と新 しい環境 を生み出 したという事実 まで,検 証が終っている。イン

ター・ネ ットとい う道具が生み出すネ ットワークにより 「情報の同時性 と共有

の経済」が引 き出 された とい うことである。その結果,こ の 「情報の同時性

と共有の経済」 に,「 規模の経済」 と 「範囲の経済」 と 「時間の経済」 とい

う経済効果が重なって,収 穫逓増的な相乗効果が発現 されることもわかって

きた。それは同時に 「情報の同時性 と共有の経済」の効果を最大化する新 し

い環境 の創造であるというプロセス をも確認するもので もあった。

この確認 によって,「 規模の経済」 と 「範囲の経済」 と 「時間の経済」 と

「情報の同時性 と共有の経済」 とい う経済効果 を示す各々の領域 に,経 営 に

関わるフロンテ ィアという稜線が存在す ることも明 らかになったのである。

事業経営 について,こ のフロンティアを現実の ビジネス環境 と経営実践か

らその所在 を捉 えてみてみると,一 般的な概念か ら導かれる静的な既知領域

と未知の世界 との境界 をフロンティアの稜線 として区別 しただけでは,な か

なかその所在が見えてこないことがわかる。

過去の延長線上で予見できるビジネス環境 における事業経営では,継 続性

の中で,現 状の業務改善的組織行動による実行が可能である。そこには,経

営の トップ ・マネジメン トが行動 を起 こさなければならない フロンティアは

見当 らない。延長線上で予見で きるビジネス環境は,時 間の経過の中で静的

な既知の領域 を構成 してい く。急速に変化するビジネス環境やその フロンテ
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イアにおいては,い ままでの ビジネス環境 に大 きな影響を及ぼ していた既知

の継続的要因はその力 を失 い,新 しい要因にとって代わ られることになる。

これまでの継続性 による静的な尺度に替 えて,未 知の世界に向けて変化を起

こしている動的な要因を新 しい尺度 として準備することが求められる。過去

に普遍的判断や測定可能 とした静的な物差 しだけでは通用 しな くな り,仮 説

と洞察により変化点や特異性 を動的に探 り出すアプローチが必要 となるので

ある。

スピー ドや情報の共有が大 きく影響 を及ぼす動的な領域ではフロンティア

は外へ外へ と拡大 している。この拡大 を続 ける稜線 にあるフロンテ ィアを見

極めるためには,現 実の経営実践か ら得 られる洞察 を主軸に考察 しなければ

ならない。既知 となっている静的な領域では,過 去か らの経験,知 識,情 報

等で普遍化 した側面か らの分析が可能である。一方,動 的に拡大 してい く稜

線 においては,経 営実践による仮説や洞察によるシナ リオが必要 となる。 シ

ナ リオはフロ ンテ ィアを見極め,戦 略的行動 を起 こすためにな された トッ

プ ・マネジメン トの意思決定の中身 を示 したものである。シナリオが経営実

践 に供 されて新 しい成果が生まれると,そ の結果は次か ら次へ と既知の領域

に組み込 まれてい くことになる。戦略的行動 によって導かれる経営実践の成

果は,新 しい環境創出を外部の誰かが変化 として認めた時,始 めて既知 とな

る。成果が表に出るまでは企業秘密 に留 まってお り,そ の行動 も外部には見

えてこない。 また,経 営の トップ ・マネジメン トは経営のフロンテ ィアがそ

こにあると分かっていて も,意 思決定 をす るまでは外部 に示すことはない。

自分の戦略的行動 はそこにフロンティアがあるか ら起 こすのだとして,事 前

に,外 部に公表することには,大 きなリスクを伴 う。経営のフロンテ ィアが

外部者には見えてこない理由のひとつはそこにある。

3.ト ップ ・マ ネ ジ メ ン トの戦 略 的 課 題

H.1.ア ンゾ フが 提 示 した 「製 品 一 市 場 マ トリ ックス」 の概念 と衣笠 に よ
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る研究か ら,「 規模の経済」 と 「範囲の経済」の問にフロンティアの名 に値

する稜線があることが確認 された。この研究が衣笠 より提示 された当時では,

未知の領域 に属 していたと思われるこの稜線 は仮説の範疇であった。しか し,

現在では誰で もが認める既知の事実 となってお り,稜 線の存在について多 く

を語る必要 さえな くなっている。H.1.ア ンゾフ,お よび,衣 笠が提示 した

未知の領域 は,当 時では概念化,普 遍化への研究が少なかったため,そ の存

在 を証明することは至難であった。今 日のように,実 際の経営実態の事象に

よって,概 念化,普 遍化が進んだ段階では,も はや証明す ら要 していない。

このH.1.ア ンゾフ,お よび,衣 笠の研究を通 して確認 された稜線は,も

ともと,ト ップ ・マネジメン トがなす意思決定 と多角化 をめ ぐる戦略的意思

決定 との間に引かれたものであるが,そ の稜線その ものは,A.D.チ ャン ド

ラー のい う 「規模 の経済」(SCALEECONOMIES)と 「範 囲 の経 済」

(SCORPECONOMIES)の 間にある稜線 に相当 している。

畑中 より提示 された経済効果の発現の要因である 「規模の経済」「範囲の

経済」「時間の経済」「情報の同時性 と共有の経済」は,時 代の流れに沿 って,

「規模の経済」から 「範囲の経済」へ,さ らには,「 時間の経済」,「情報の同

時性 と共有の経済」へ と移行 していることが検証 されつつある。 また,各 段

階が相互に経済効果 としての相乗効果 をあ らわ していることについて も,現

在では,経 営の実際 として,そ の多 くが現実の事象 として現れて きている。

1999年 以降の衣笠 と畑 中による事例研 究 を主体 とした検証 による考察か

ら,「規模の経済」「範囲の経済」「時間の経済」「情報の同時性 と共有の経済」

とい う配列について,き わめて現実性 と必然性 を持 っていることが改めて確

認 された。 また,四 段階の経済の間にある稜線 を超える毎に,外 部環境 にバ

リューが創 出され,事 業がそれに基づいて,成 果 を引 き出 してい くプロセス

が必ずあることも確認 された。

ここで重要なこ とは,四 段階の経済の間にある稜線 を超 える毎 に
,ト ッ

プ ・マネジメン トが取るべ き戦略的行動 と,戦 略的意思決定があ り,ま た,
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フロ ンテ ィアに向 けての トップ ・マ ネジメ ン トが取 るべ き行動 と挑 戦が存 在

す る とい うこ とが 明確 になった こ とであ る。

∬]経 営概念の変遷 とフロンティアの所在

1.経 営概念の変遷

経営の トップ ・マネジメン トが新 しい事業 を生み出す とき,あ るいは,そ

れにより新 しい ビジネス環境が創出 された き,そ の背景 には,何 らかの フロ

ンティアへの挑戦がある。

1950年 代以降,第 二次世界大戦直後の工業国は,米 国を唯一の例外 として,

戦勝国,敗 戦国を問わず,イ ギリス,ソ 連,ド イツ,日 本な ど生産面で壊滅

的打撃 を受けている。戦後の復興期 においてはr米 国だけが戦災を受けない

唯一の工業国 として,多 くの製品,資 材 の世界的供給基地 としての役割 を演

じた。この結果,米 国は最先端 をい く工業国 として,そ の生産力 の大 きさ,

生産性の高 さのリーダーとなったのである。このため,米 国の生産方式や経

営方式 は,世 界の多 くの工業国によって,復 興のモデル として見習 うべ き存

在 として位置づけ られた。 このことによって,米 国発の経営 に関わる概念,

思考方式,仕 組みなどが,米 国の後 を追 う各工業国に対 し,世 界標準 として

伝播 してい くこととなる。当然,経 営の分析 ツールも,戦 略ツールもそのほ

とんどが当時の米国における大量生産の要因を背景 とした ものである。そ し

て,そ れ ら全てが 「規模の経済」 を軸 に組み立てられていた ということであ

る。

1950年 代末か ら1960年 代 にかけて,米 国における 「規模の経済」 を軸 にし

た経営は,自 国内での需要 と供給の成熟度を増すにつれて,製 品ない し事業

の多角化の動 きが拡大の方法論 として一気に高 まって くる。1960年 代に入る

と,海 外進出の動 きも同時進行的 に当然のご とく高 まって くることになる。

このことは 「規模の経済」から 「範囲の経済」への移行 を軸に した新 しい展
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開であ った と してみ る こ とが可 能で あ り,こ の 点 に つ い て,A.D.チ ャ ン ド

ラ ー も注 目 して お り,「 範 囲 の 経 済 」 へ の 移 行 につ い て多 くの指摘 を してい

る。

「規模 の経 済」 か ら 「範 囲の経済」 へ の移行 を決 断 した,当 時 の経 営 の ト

ップ ・マ ネ ジ メ ン トは,製 品 ない し事 業 の多 角 化 や,海 外 進 出 の 中 に,ま さ

に経 営 の フ ロ ンテ ィア を見 出 してい た と見 るこ とが で きる。 これ まで 「規模

の経 済」 を基軸 と して経営 を進 め て きた トップ ・マ ネ ジメ ン トが それ を超 え

よう としてなす意思 決定 には,重 大 な決 断が 求 め られ た で あ ろ うことは,想

像 に難 くな い。 た とえ ば,日 本 にお け る成 功 企 業 の代 表 格 であ るホ ンダのケ

ースで見 る ように
,オ ー トバ イ(Motorcycle)で 世 界 の トップ に な ろ う と海

外 レー ス へ出 てい こ うとす る大 きな決断や,そ の 後 の 四輪 車 へ の展 開,そ の

四輪 車 の 主 工 場 を米 国 に置 く とい った決 断が そ れで あ る。 ま さ しく,こ の

「規 模 の経 済 」 か ら 「範 囲 の経 済 」へ の移行 に際 し,大 きな 決 断 を体 現 し,

多 角 化 を含 め た 「規 模 の経 済 」 か ら 「範囲 の経 済」へ の移行 にフロ ンテ ィア

を見 出 した効例 で あろ う。

もちろん,ホ ン ダの ケ ース は,ど の段 階 で の挑 戦 につ い て も,す で に そ こ

に は市 場 の 二wズ とい う需 要 が 存 在 して い る 。 また,製 品 や 商 品 の もつ

PLCの 観 点 か らす れ ば,そ の 製 品 や 商 品 の 開 発 され た 起 点 は 日本 で は なか

った とい う状 況が ある。 この意味 では,本 来 の意 味 で の事 業 創 出が 直面 す る

フロ ンテ ィア よ り,は る か にそ の 稜 線 の外 側 に あ る未知 の度合 いは低 か った

であ ろ うこ とは推 察がつ く。

もとよ り,そ の大 きな決 断 を要 す る戦 略 的 行動 を,経 営 の トップ ・マ ネ ジ

メ ン トが フ ロ ンテ ィア と して意識 してい たか否 か は別の問題 である。しか し,

そ こ には,間 違 い な く,経 営 が直 面 した未 知 へ の 挑 戦 で あ るフロ ンテ ィア と

称すべ き実体が あ った こ とは否定 で きない。ホ ンダの場 合 を例 に してみて も,

そ れ は,並 大抵 の決 断 とは考 え られ ず,ト ップ ・マ ネ ジ メ ン トの 強 い ミッシ

ョンが なけれ ば成 し遂 げ られなか った,未 知 へ の挑 戦 で あ っ た こ とは紛 うべ
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くもない。

そのフロンテ ィアは,時 代 の変遷 にともない,「 規模の経済」か ら 「範囲

の経済」へ,さ らには,ジ ャス ト・イ ン ・タイムの経済効果 に代表 されるよ

うな 「時 間の経済」 を示す フロンテ ィアへ と展開 した。そ して現時点では,

急速 に進行 している情報革命 とまで称 される,過 去 と違 った尺度 をもった経

済効果 を経営 は体感 している。現在の経営 の トップ ・マネジメン トは,今,

現時点で強 く 「情報の同時性 と共有の経済」への移行 をフロンティア として

実感 しているのである。

米国発 のIT(イ ンフォーメーション ・テクノロジー)産 業が2000年 を境

にバブル崩壊 に向かった状況 も含め,「 情報の同時性 と共有の経済」 による

経済効果は,「 規模の経済」 「範囲の経済」「時間の経済」の各段階 との相乗

効果 を発現 し,多 方面 にわた りその痕跡 を顕 わに した。そ して,経 済効果の

各々にあたか もカタス トロフィーがあるがごとく,ま た,成 長神話の崩壊 と

いった断絶的な動 き,ま た収穫逓増のような特徴 を見る複雑系的な動 きさえ

も,こ の数年 とい う短期間にわれわれは経験 をしたのである。

この ように,畑 中によって指摘 された 「規模の経済」「範囲の経済」 「時間

の経済」 「情報の同時性 と共有の経済」 とい う経済効果の配列は,現 在では,

経営の実際 としてその多 くが,現 実の事象 として確認で きるもの となってい

る。

2.H.1.ア ンゾ フの 概 念 と衣 笠 の 概 念 か らの展開

H.1.ア ン ゾ フ は,「 規 模 の経 済 」 か ら 「範 囲 の経 済」 に移行す る まさにそ

の時期 に経営 の実務 者 と して戦略 的意志 決定 に関 る立場 にいた。かれ は,こ

の 自か らが 体 現 した戦 略 的 意 志決定 と,そ の と き取 っ た戦 略 的行 動 の プ ロセ

ス を整理 し,そ の 後,研 究 者 と して 「CorporateStrategy」 を著 した。

H.1.ア ンゾ フ は,「 規模 の経 済 」 か ら 「範 囲 の経 済」 に移行 しつつ あ る ビ

ジネス環境 を,図1に 示 す よ うに 「製 品 一一 市 場 マ トリックス」 として整理
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[出典]H.1.ア ンゾフ著 「最新 ・戦略経営」 産能大学出版部1990年

してい る。実 質的 に戦 略的意志決定 のための事 業 ポー トフォリオ を示す この

概念 図 は,明 らか に経 営 の フ ロ ンテ ィア の所在 を明確 に示 してい る と判 断で

きる。

図1に 示 され る よ う に,H.1.ア ン ゾ フは 「製 品 一一市 場 マ トリ ックス」 に

おいて,製 品,市 場 をそ れ ぞ れ の 軸 と して,「 現 」 「新 」 を配 置 し,そ れ を基

に して マ トリ ッ クス を 組 み 上 げて い る。 この図 は,明 らか に,「 新 」 製 品,

「新 」 市 場 の 組 み 合 わ せ と して 「多 角化」 を位置 づ ける意図 を明確 に持 って

い る。 この ことは,「 市 場 浸 透 」 を させ て行 くプ ロセ ス と 「製 品開発」 を必

要 とす るプロセスお よび 「市 場 開発」 を必 要 とす るプロセス を一括 して 「拡

大化」 領域 と し,こ れ に対 し 「多 角 化 」 領 域 とい う新 しい製 品開発 と市場 開

発 の関連 性か らなる プロセス を対 置 させ てい る。

多 くのマ ーケテ ィング文献 で は,こ の概 念 図 を 「拡 大 化」領 域 と 「多角化」

領域 の対 置部分 と して引用 す る場合 が多 い。 しか し,H.1.ア ン ゾ フが 文 中

にお い て さ ら に提 示 してい るの は,「 新 」 に幅 を持 たせ る とい う こ とにつ い

てで あ る。 「新 」 に幅 を持 たせ る こ とに よ り,「 現 」 に 限 りな く近 い 「新 」,

「現 」 か らは るか 遠 くに あ る 「新」 の識別 が可能 となる こ とに注 目すべ きで

あ る。 この 「現」 に限 りな く近 い 「新」 と,「 現 」 か らは るか に遠 くに あ る

「新 」 との間 に,ト ップ ・マ ネ ジ メ ン トが 戦 略 的 意思決定 を下す領 域 にあ る

「フロ ンテ ィア」 の所在 をみ る ことが で きるか らで ある。 この こ とにつ いて,
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衣 笠 はその著書 で ある 「日本企 業 の国際化戦略」 の 中で,こ のH.1.ア ンゾ

フの 主 張 す る領 域 に つ い て,図2に 示 す 形 に よ り,よ り明 確 な概 念 を提 示 し

た。

H.1.ア ン ゾ フは,企 業 そ の もの,ま た そ の経 営 の トッ プ ・マ ネ ジ メ ン ト

が現 業 を通 して経験,技 術sノ ウハ ウ を蓄 積 して い くこ と を指摘 してい る。

この経験,技 術,ノ ウハ ウは,具 体 的 に は,「 現 」 製 品,「 現 」 市 場 を通 じて

蓄 積 され る こ とになる。製 品 に蓄積 される もの を 「技術 」 関連 で括 り,「 現 」

市 場 に 蓄 積 され る も の を 「マ ーケ テ ィ ング」 関連 と して括 って いる。 この

「現 」 と 「新」 について,「 現 」 に もっ と も近 い 「新 」 は 「現」 で蓄積 され た

経験,技 術,ノ ウハ ウ をほ ぼ そ の ま まの形 で利用 で きる とい う意味 で,共 通

関連 性 大 と して把 握 され,「 現 」 か ら も っ と も遠 い 「新 」 は共通 関連性小 と

して把握 されてい る。

この こ とか ら,「 多 角 化」 を示 す 領 域 は,「 現 」 か ら近 い領 域 か らは るか に

遠 い領域 まで を含 むsき わ め て 大 きな広 が りで捉 え る こ とが可 能 となる。衣

笠 は,図2で 示 され て い る よ うに,こ の広 範 な広 が りを持 つ 「多 角化 」の全

体像 を 「多角 化1」,「 多 角 化II」,「 多 角 化 皿」,「多 角 化IV」 とい う四 隅 を規

定 す る こ とに よっ て,共 通 関連 性 の 枠 の 中 で の 戦 略 的 意思決定 の プロセス を

分析 した。 この分析 か ら,経 営 の トップ ・マ ネ ジ メ ン トが 「多 角化」 とい う

領域 で直面 したで あろ う未 知の世界 と現実 の狭 間 に,経 営 と して の フ ロ ンテ

ィ アの存 在 が あったので はないの か との洞察 を,1987年 時 点 で す で に指 摘 し

て い た 。

この こ とについ て,H.1.ア ン ゾ フは 具 体 的 な例 を明 示 して い ないが,彼

自身 が 経 営 の トップ ・マ ネ ジ メ ン トとして見 て いた経 営環境 の激 変の 中で,

「多 角 化 」 が い か に重 大 な役 割 を演 じて い たか を示 してい た もの とい える。

この重 要 な意味 を持 つ 「多角 化」 につ いて,衣 笠 が そ れ ら を 「多 角 化1」,

「多 角 化II」,「 多 角 化m」,「 多 角化Iv」 と して再 展 開 した こ とに よ って,「 多

角 化1」 と 「多 角 化H」,「 多 角 化 皿」,「多 角 化IV」 の 間 に,「 多 角 化 」を通 して
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[出典]柴 川林 也 ・高柳暁編著 『企業経 営の国際化戦略』 同文舘,1987年

第4章 「企業 の国際化戦略」 衣笠洋輔,P79,図4-2

しか超 えることので きないフロンテ ィアというべ き壁 を,当 時の経営の中に

すでに内包 していたことを,透 か し彫 りのごとく見る事がで きたのである。

この 「多角化」の段 階での戦略的決定についての重要性は,1950年 代 の初

頭,米 国企業はその主力製品において供給過剰の状態が一般化 し,売 上げの

低迷に直面 していたことから表面化 して くる。この米国企業の売上げの低迷

への対応は,マ ネジリアル ・マーケティングの登場 を促 した。 しか し,米 国

企業はこの段階では問題 の基本的解決の道 は見出せず,「 規模の経済」 をぎ

りぎりの限度 まで追求 し続けていた。

H.1.ア ンゾフが,戦 略的決定の必要性 を提示 したのは この時期であ り,

そこでは,米 国企業が直面 した危機的状況の中で,そ の経営 トップがなすべ

き意志決定がいかにあるべ きかを提示 したものとい うことができる。しか し,
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H.1.ア ンゾフは著書の メイ ンテーマであ る戦略的意思決定(Strategic

DecisionMaking)に ついて,明 確な定義 を行っていない。H.1.ア ンゾフは

これまでなされて きた意思決定 を,業 務的意志決定(OperatingDecision

making)と して規定 した。そ して,新 しい意思決定の形 を,業 務的意思決

定の持つ 「定型的」「反復的」「自動再生的」「分権化可能」のそれぞれを全

面的に否定するとい う形で,「 非定型的」「非反復的」「非 自動再生的」 「分権

化不能す なわち集権化」 と提示 した。そ して,そ れ らが戦略的意思決定の特

性であるとしたのである。

衣笠が図2に よって指摘 したように,そ れまでの米国企業ない し経営の ト

ップ ・マネジメ ン トが行 って きたのは,「 定型的」 「反復的」 「自動再生的」

「分権化可能」 を特性に持つ業務 的意志決定で しかな く,市 場面,技 術面の

共通関連性 を軸 とした事業領域のみに関わっていたにす ぎない とい うもので

あったのである。それまで米国企業によって行われてきた多角化 はせいぜい

「多角化1」(製 品面,市 場面での共通関連性大)の 範躊 に属するものであ り,

業務的意思決定の枠の中で遂行可能なものであったということである。それ

までの意思決定プロセスには,「 多角化H,m,IV」 の出現は含 まれていな

かったのである。

米国企業 ない し経営の トップ ・マ ネジメン トが この 「多角化H,HI,IV」

の領域 に踏み込まざるを得 なかった背景 には,既 存市場の成熟化,飽 和化 に

加えて,戦 時中に播 かれたイノベーションの種が必ず しも 「拡大化」,「多角

化1」 の領域で開花 して くれるという確信が もてなかったことがある。 イノ

ベーションの種が 「多角化H,皿,IV」 の領域で開花する場合,従 来の意思

決定では,み すみすその ビジネスチャンスを見過 ごす羽目に陥るという危機

感があったのである。そこで,戦 略的意思決定なる ものの重要性が提示 され

たのである。
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3.フ ロ ンテ ィア の 出現

H.1.ア ン ゾ フ に よ る 当 時 に お け る 戦 略 的意志決 定 の問題 提起 は斬新 にす

ぎた ため,具 体 的 な例 を通 して の み戦 略 的 決定 なる ものの輪郭や全体像 を示

す しか なか った。H.1.ア ン ゾ フが 事 例 を通 して しか 解 説 で きなか った この

例 は,洞 察 と現 実 が あ っ て,そ の後 結 果 の 蓄 積 が 出 て きて初 め て学 問的定義

が実証 されて くる,と い っ た た ぐい の典 型 的 例 と言 え よう。

図2の 「製 品 一 市 場 マ トリ ックス 」 にお いて,米 国 企 業 な い しそ の経 営

の トップ ・マ ネジメ ン トが超 え なけれ ばな らなか った既知 と未知 の間 に稜 線

を引 くとす ればs半 円 弧 の点 線 に よ る太 線 と して フロ ンテ ィアの所在 を描 く

こ とが可能 であ る。 この稜線 の内部 はそれ まで経営 に携 わって きた トップ ・

マ ネ ジメ ン トに とって は,普 遍 化,ル ー テ ィ ン化 され た 既 知 の 世 界 であ り,

他 方,こ の稜 線 の外 部 は そ れ まで の経 営 の トップ ・マ ネジメ ン トに とって ま

さに未知 の世界,別 世 界 を意 味 して い る もの とな る。

経 営 の トップ ・マ ネジメ ン トが この稜線 を超 え るため には,ま ず,従 来 の

意 思 決 定 を戦 略 的 意 思 決 定 に切 り替 えるこ とが不可 欠で あ り,さ ら に,こ の

稜 線 を超 え る場 合,過 去 の世 界 を支 配 して い た ル ー ル,秩 序,体 制,慣 行 他

すべ てが 新 しい世 界 の そ れ に変革 され ざるを得 ない実態が浮 き彫 りにされて

くる。

トップ ・マ ネジ メ ン トと して経 営 に携 わ って きたH.1.ア ン ゾ フ は,製 品

ない し事 業 の 「多 角 化」 に焦 点 を合 わせ てs戦 略 的 意思 決 定 の 重 要 性 を提 示

した が,こ の こ と は 「規 模 の経 済 」 か ら 「範囲 の経 済」へ の移行 をめ ぐる多

くの論争 を巻 き起 こす火種 となった。今 日,「 規 模 の 経 済 」 か ら 「範 囲 の経

済 」 へ の 移 行 に つ い て は,多 くの 研 究 者 が 製 品 の 多 角 化(Product

Diversification),お よび,海 外 へ の 地 域 拡 大 ない し地 域 的 多角化(Regional

Diversification)を 二 本 建 で 対 置 させ て 解 説 して い る。 しか し,厳 密 に い え

ば,衣 笠 が 指 摘 して い る よ うに,地 域 的 多 角 化 の プ ロセ ス に は,海 外 輸 出 の

プ ロセ ス と現 地 生 産 との異 なった背景 を もつ,個 別 の プロ セ スが あ る。また,
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企業の国際化 としてこれを捉 えた場合,海 外輸出は国外への市場拡大であ り,

H.1.ア ンゾフのマ トリックスで説明 し得 る。 しか し,現 地生産については,

生産拠点 となっている国のコス ト面での国際比較優位 によるインフラス トラ

クチ ャーを活用 している場合 と,R&Dも ふ くめて生産拠点の国を起点に事

業 を拡大 しようとする場合 とでは,ま った く異なった背景をもつ ものであ り,

異 なった経営決断 を必 要 とする ものである。単純 に同 じ 「範囲の経済」 と

「規模 の経済」の範躊 に対置 させた説明だけでは,不 十分であるということ

はい うまで もない。

この 「規模の経済」から 「範囲の経済」への移行 をめ ぐる実態 について,

畑 中は 「経営のフロンティア」の中で,日 本 においてどのような状況であっ

たかについて,花 王株式会社の事例を主軸 に,1960年 代 から1970年 代の事業
7}

活動 につ いて,詳 細 に検 証 して い る。

皿]経 営現場 とフロンテ ィア

1.「 規模の経済」 と 「範囲の経済」

どんな事業で も,事 業は一つの商品を販売することか ら始 まる。この こと

は,事 業経営のすべてのスター トは 「規模の経済」か ら始 まり成長 し,次 の

段階で 「範囲の経済」に移行 してい く事業経営の継続 プロセスを持 っている

といえる。「規模の経済」 は,規 模 を拡大することによって,製 品や事業の

寡 占化 を実現 し,投 資効率や事業利益 の最大化 を目指す ものである。「規模

の経済」 を自事業で寡占化で きるのであれば,市 場 は資源 に限界がある同一

条件下での競争 にあるクローズ ドシステムのままであったほうが事業経営 と

して好 ましい。また,代 替資源があった り,競 争条件が希薄で資源に限界 を

もたなかった りするような,オ ープンシステムには至 らないことが望 ましい。

コス ト優位性 を早期 に確立 して参入障壁 を高 くすることにより競合参入 を排

除 した り,独 占的利益 を享受で きるよう業界規制を強めた り,保 護政策が採
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られる よう政治 に働 きか けた りとい った様 々な防衛措 置 を取 るこ とが で きる

か らであ る。

それ らは,日 本 に お け る戦 後 の 多 くの企 業 が とって きた大 きな方策 の一つ

であ る。 この点 につ いて畑 中は,「 経 営 の フ ロ ンテ ィ ア」 の 中 で,花 王 株 式

会 社 の ケ ース ス タデ ィ を取 り上 げその経緯 とその後の戦略的行動 の展 開 につ

いて,詳 細 に述 べ て い る。

花 王 株 式 会 社 のケースス タデ ィか らも検証 されてい るが,ク ロー ズ ドシス

テ ム の 状 態 の ま ま事 業環境 が推 移す る と,シ ス テ ム 自身 が 拡 大 しな い 限 り,

事 業 は ラ イ フサ イ クル の カー ブ にそって成熟 か ら衰退へ の道 を歩 む こ とにな

る。経 営 としての継続性 や拡 大 はな されず,規 模 の 経 済 に よる経 済 効 果 も次

第 に失 われ てい く。 この結 果,遅 か れ早 か れ,経 営 の トップ ・マ ネ ジ メ ン ト

は,オ ー プ ン シス テ ムへ の フ ロ ンテ ィア に向け,戦 略 的 行 動 を起 こす こ と と

なる 。

「規模 の経 済」 に行 き詰 まった事 業経営 が,衣 笠 に よ って 指 摘 され た 「多

角 化IV」 の 領 域 で事 業創 出 を して い る とい うこ とは,オ ー プ ン シス テ ム か ら

の事 業 経営 が な されてい る と判断 で きる。 その オープ ンシステムで事 業確 立

が な され る と,そ の セ グ メ ン ト化 され た市 場 を寡 占化すべ くクローズ ドシス

テムへ の競 争条件 をマ ーケ テ ィング戦略 として とるこ とが一般 的であ る。そ

して,ま た そ の ク ロー ズ ドシス テ ムの 中で需 要 と供給 の成熟時期 を迎 える と,

事 業経 営 は 「規 模 の経 済」 が 持 つ経営 と環境 の フロ ンテ ィアへ の最適化 を目

指 し,「 範 囲 の 経 済」 で あ る海 外 進 出 や多 角化 に向 けて,再 び戦 略 的 行 動 を

起 こす こ とに な る。

この よ うな戦略 的行 動 を起 こす領 域 を,H.1.ア ンゾ フは 未 知 の 世 界 で あ

る 「多 角 化」 と して,「 製 品 一 市 場 マ トリ ック ス」 に位 置づ けたので ある。

これ は,「 規 模 の経 済 」 か ら フ ロ ンテ ィ アに向け飛 躍す るため に経 営 の トッ

プ ・マ ネジメ ン トが使 える,大 きな ツー ル とな っ た。 この ツールがあ って初

めて 「範 囲の経 済」 は どんな事象 であ るのかが明確 になった とい える。そ し
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て,現 在,「 範囲の経済」はフロ ンティアで もなんで もな く,既 知の領域の

事業経営 における経済的事象 として,経 営の中に取 り込 まれている。

特 に,日 本企業における 「範囲の経済」は,米 国でなされた製品開発の模

倣から始 まっているために,多 角化製品を独 自に生み出す挑戦やフロンティ

アの克服 といった例 をあま り見出せない。「多角化」 を業務改善的行動 でな

される 「改善」や 「改良」の延長線上で捉 えていることが多い。このため日

本企業の トップ ・マネジメン トの多 くは 「規模の経済」か ら 「範囲の経済」

への移行 に経験するはずであるフロンティアを自覚することなく,米 国の経

営モデルの模倣のままで,次 の世代 の環境変化 を生み出 した 「時間の経済」

の フロンティアに直面 して しまった。

日本企業の海外進出においては,製 品の開発起点をプロダク ト・ライフ ・

サイクルの起点 としてコス ト面での国際比較優位 を得るために,生 産立地 を

発展途上国へ と転換 していった経緯がある。今でこそ一部の製造業は輸入規

制を乗 り越えるために先進国での現地生産 を行 っているが,発 展途上国への

生産立地や先進国への現地生産への展開には,米 国企業の経営手法がお手本

になってお り,日本の製造業が 自らフロンティアに直面 したとは言いにくい。

ま してや,日 本独 自の規制 に守 られている金融,農 業,エ ネルギー資源,

等々にみられる分野では,フ ロンティアと言 う未知の領域への挑戦が事業の

未来 を担 っているのだという意味 さえ,理 解 しがたい対象 となっている。

むろん,日 本の家電事業のなかには,一 部で多角化のフロンティアに直面

した様 な事例 を見 ることが出来る。 ソニーの トランジス ターラジオやコンパ

ク トディスク,ウ ォークマンといった製品開発iま た,シ ャープの電卓や液

晶表示,NTTド コモの携帯電話iモ ー ド,等 がそれである。

2.「 時 間 の経 済 」

最 近 に な っ て,日 本 企 業 も 「時 間 の経 済」 や 「情報 の同時性 と共有 の経済」

の フロ ンテ ィアに直面 し,R&D面 で の展 開 で初 め て グ ロー バ ル 化 を目指 す
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企業が出て きている。 日本での 自主開発 に加え,産 業 クラスターのインフラ

ス トラクチ ャーが整備 されている米国,欧 州諸国な どを自主開発のための立
g}

地 として活用するケースが出て きている。R&D面 でのグローバル化が促進

されているのである。逆 に,国 際企業が 日本企業にR&D拠 点 を置 くケース

もある。P&Gに よる中央研究所の 日本設置 もその一例である。

「時間の経済」 と 「情報 の同時性 と共有の経済」 を見事 なまでに体現 した

R&D体 制の典型的な例 としては,ボ ーイング社が旅客機の新機種開発 で採

用 した日米欧3拠 点のCAD結 合 によるR&D体 制 を挙げることができる。

そこでは,各 国が得意 とする開発設計 をそれぞれ分担 し,し か も24時 間体制

による短期開発 を実現 したのである。米国,日 本,欧 州のそれぞれの開発拠

点 を地球の自転 に合わせて24時 間体制で稼働 させることが出来るということ

は,「 規模の経済」 も 「範囲の経済」 も,そ の経済効 果の発現の場 を 「時間

の経済」の上で成 し遂げているとして見てよい。

これを可能 としているものは,大 量の情報 を瞬時に移動 させるインフラス

トラクチ ャーの整備 と充実であ り,そ れ らによって,「 情報の同時性 と共有

の経済」が主役 を演 じる時代の到来を想起 させて くれたのである。

1970年 代か ら1980年 代 に至 ると,ス ピー ドや時間の使い方に効用 を見出す

経営が 目につ くようになる。この時代の大 きな変化は,コ ンピュータが入手

しやす くなったことと,そ れまで演算機能に使 われたコンピュータを情報処

理機 として使 えるようになったことがある。 日本の企業 によっても,企 業内

における時間の経済効果の発現 を狙ったジャス ト・イン ・タイムの経営 ツー

ルを世界に先駆けて開発 している。トヨタのカンバ ン方式である。そこでは,

コンピュータをデー タ処理機 として生産現場 にリンクさせ,生 産の新 しい仕

組み を作 り出 し,時 間の経済効果を生み出すことに成功 している。その後,

このカンバ ン方式 はリーンシステムといった,新 しい生産形態 まで生み出す

こととなった。

時間がゆっくりと流れていた時代では,あ る日突然 に世界が変わるといっ
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た自覚はもたなかった。競争が激化 し企業 どうしが時間軸 の違 う経済要因を

競争優位 に取 りこみ始める時代 に突入する と,世 界 は急速に変わ り始める。

しか し,現 在 はまだそれを 「時間の経済」 と認識で きるほどの普遍化は進 ん

ではいない。「規模 の経済」 と 「範囲の経済」 に依存 していた世界か ら 「時

間の経済」への依存度が高 まっている時代 に移行 していることは実感で きて

いる。 しか し,「時間の経済」 を認識で き,か つ,普 遍化できるのは,「 情報

の同時性 と共有の経済」が支配的な位置 を占め,新 しい世界が開けた時に初

めて,「 情報の同時性 と共有の経済」 のまえに 「時間の経済」 とい う普遍化

された事象があったのだと認識 されることになるであろう。

いつの時代で も先端的な戦略的行動を起 こしている経営の トップ ・マネジ

メン トは,戦 略的行動により,次 の世代 を作 り上げ,経 営継続 を成功 させて

いる。 トップ ・マネジメン トによる戦略的行動 を起こ している事例 はなお企

業の機密事項に属 し,い つ もその時点では表面 に出てこない。事例が公然の

事実 として表面化 した段 階で,そ の普遍化が一気 に進む。それ らの事例 は

「時間の経済」 や 「情報の同時性 と共有の経済」 を普遍化 しうる材料 として

近い将来,大 いに活用 されるはずである。

現在動 き出 している戦略 レベ ルでの プロジェク トは,「 時間の経済」や

「情報の同時性 と共有 の経済」 に関わって動いている ものが多 く,早 晩,公

然の事実 として表 に出て くるはずである。その一部はすでに多数の関心 を集

めなが ら公表 されつつある。米国でのITバ ブルが崩壊 し,日 本での失われ

た10年 といわれている問で も,特 定企業の株価 は,そ の可能性 によって評価

され続けている。

「時間の経済」の位置づけの変化は,情 報伝達媒体であるラジオ,テ レビ,

さらにはsイ ンターネッ トの普及のス ピー ドに端的に現れている。米国にお

いて,1921年 か ら始 まったラジオの普及は5000万 世帯 になるまでに38年 間を

要 している。同様,1950年 に始 まったテレビは5000万 世帯 に普及するまでに

25年 間を要 し,ケ ーブルテレビは10年 掛か り,1991年 に始 まったインターネ
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ッ トの場合,僅 か に5年 間 しか要 していない。「時間の経済」の範躊は,あ

る一定の単位時間内にいかに大 きな成果 を達成するか という視点によるもの

と,ス ピー ドを速めることにより,ど の程度の大 きな便益 を実現で きるか,

という視点によるの もの との二つの側面 を持 っている。

1970年 代後半から1980年 代 にかけて,急 速な経済成長や急速な生産性のア

ップがなされたのは,時 間の経済効果 によるところが大 きい。「規模の経済」

と 「範囲の経済」の経済効果で達成 されていた3年 間での成果が,「 時間の

経済」の要因によ り,同 じ成果を上げるのに2年 で可能になるといった現象

がそれである。現在では24時 間稼動による事業経営 は,「 規模の経済」が大

きく効 く半導体業界では当た り前のことになっている。 また,為 替市場のヘ

ッジファン ドは,ま さに,こ の 「時間の経済」の瞬時のズレを相手に商売 を

しているとも言える。

「時間の経済」 をフロンティアとして事業経営に うまく取 り入れた トヨタ

が編み出 したカンバ ン方式 は,世 界 に誇るJIT(ジ ャス ト・イン ・タイム)

方式 を生み出 した。世界の トヨタは,コ ス トの国際比較優位 をもつ現地生産

という経営戦略 をとらずに,日 本国内生産による輸出を長期 にわたって維持

して きた。 これは,そ の仕組みである 「時間の経済」 を代表する製造プロセ

スをもつJIT生 産に負 うところが大 きい。

JIT方 式である,欲 しい ものを,欲 しいだけ,欲 しい時に入手で きる仕組

み を小売業に持 ち込んで成功 させたのが,日 本のセブン ・イ レブンである。

利益 を継続的に創出 し続 けている日本のセブン ・イレブンは,「 規模の経済」

と 「範囲の経済」 に加え 「時間」による経済効果を組み入れている。

「規模の経済」 と 「範囲の経済」 に加 え,「 時間の経 済」 を実現 しているセ

ブン ・イレブ ンはコンビニエ ンス ・ス トアーのチ ェーン化 により,「 規模の

経済」 を追求 し,共 通仕入れによる低 コス ト化を実現 している。 また,物 流

をJIT配 送化するために,店 舗分散 を回避 し,特 定地域に集中的に店舗配置

す ることにより,配 送の効率化 をはか り,同 時にJIT配 送の有効性 を実現 さ
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せている。セブン ・イ レブンはまた,日 本特有のおにぎり弁当を0つ の新 し

い事業分野 として生み出 し,JIT配 送 によ り事業 として成立 させたことによ

って,事 業の多角化による 「範囲の経済」 をも達成 している。

この仕組みを成功 させ たのは,単 品管理 という大量生産 には不向 きであ り

「規模の経済」 と,一 一見矛盾す る経営手法 にある。 また,単 品管理は,結 果

を統計的に需要 として捕 らえるため,商 品の多角化や地域進出といった 「範

囲の経済」 に も不 向 きで もある と見える。 しか し,単 品管理は,「 時間の経

済」 と 「情報の同時性共有の経済」 とい う環境が出て きて,初 めて重要な意

味 を持 ち始めたのである。

単品管理がなければ,「 時間の経済」 による経済効果 を生み出 した,顧 客

の商 品需要時間帯の把握 はなされなかった。 また,そ れ に追従す る物流の

JIT化 配送による効率化は不可能であった。単品管理がなければ,そ の後の

情報化 によってなされるデータ分析が生み出 した,フ ランチ ャイズのデー タ

による地域特性別,季 節移動別,顧 客群特性別 による商品開発や,JIT需 要

対応 によって生み出 された経済効果 を享受することはで きなかった。

セブン ・イレブンの 「時間の経済」への挑戦は,こ れだけに留 まらず,鮮

度 を価値 として売る とい う段階にまで到達 している。お弁当,食 品類 のみな

らず,情 報の鮮度を重要視 した週刊誌の取 り置 き日数の短縮化 を始め として,

売れ筋商品のPOS(ポ イン ト・オブ ・セールス)に よる 日々の単品管理 を

通 してf顧 客情報の鮮度 さえ も管理するに至 っているのである。

POSに よる情報のデー タは,全 国の顧客情報デー タとして,ま た,売 れ

筋動向や 日本列島の季節移動 に よる顧客動向 についての グループ情報 とし

て,ど この店舗で も瞬時 に把握で きる。これに加え,顧 客が提供する地域別,

層別,時 間帯別による情報 は,店 舗が顧客にJIT的 発想による商品群 を用意

させることにな り,顧 客はセブン ・イレブンに行 く回数が増 えれば増えるほ

ど,セ ブン ・イレブンへの情報データ提供が増加 し,結 果 として自分の欲 し

い ものが欲 しい時に買 えると言 う好循環を生み出す。その意味では,「 情報
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の同時性 と共有の要因」 による経済効果その もの といえる。

JITは 「欲 しい物 を,欲 しい時に,欲 しいだけ」 を実現するツールである

が,物 流で フェデラル ・エ クスプレスが翌 日配送を生み出 したように,物 の

移動のみな らず,情 報 の移動 にも大 きな変革 を導 き出す。同社 の例では,

JIT配 送のみな らず配送物が今 どこを移動中であるかについて も,瞬 時 に顧

客が把握で きる情報 システムを生み出 している。

経営手段 としてのJITは,本 来,日 本発の経営手段 として誇るべ きもので

あるが,こ の経営手法が米国に渡 り,日 本 における学問的検証がなされる前

に,「JIT」 と命名 され,経 営手法 として脚光 を浴びる。JITは この時点で米

国の もの となる。 日本における学問が先行性 を持つ ことを嫌 うことのために

起 きた典型的例である。

3.「 時間の経済」を軸に したフロンティアの所在

H.1.ア ンゾフと衣笠が 「範 囲の経済」 の領域にフロンテ ィアを見出 して

いた稜線 と同様 に,「 時間の経済」 に対時するフロンテ ィアの稜線が どこに

あるかについて,畑 中が 「経営のフロンティア」の中で提示 した内容につい

て概要を示 してお く。

時間の経過がゆっ くりしていた時代 においては,H.1.ア ンゾフの図が示

しているように事業経営の構造は平面的に捉 えることが出来た。 しか し 「時

間の経済」がこれに加わると,こ れまでの平面的な捉 え方では済 まな くなる。

図3で 示 されている様 に時間軸 による尺度 を必要 として くる。時間軸はス ピ

ー ドの速さを単位 としてお り
,今 までの 「規模の経済」や 「範囲の経済」の

使 われていた会計上の単位である単位時間や単位期間の軸のみでは,そ の経

済効果は測定で きない。この新 しい尺度を必要 とする軸そのものが 「規模 の

経済」 と 「範囲の経済」の前面にあるフロンティアなのである。

経営の トップ ・マネジメン トは,自 事業での現市場 ・現製品や多角化事業

が 「時間の経済」を軸に したス ピー ドの基準 において どの レベルにあるのか,
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時間の経済の軸

ス ピー ドが速 い

フロンティア

∠
スピードが遅い

市場 共通関連性[小]一

図3時 間の経済 の軸 とア ンゾフのマ トリックス

常 に把握 しておかなければならない。それは,そ の事業が同 じ時間軸上での

クローズ ドシステムの環境の中で競争 していた場合 には問題 にならなかった

が,そ こに時間軸を異 にした競争者が参入する と,環 境 は一気 にオープンシ

ステム とな り,競 争条件が変わって しまうか らである。たとえば,「 規模の

経済」のみを自事業の競争優位 としていた場合な ど,一 気に競争条件 を失 っ

て しまうことを起 して しまう。

多角化領域 を自事業 に持 っている経営 においては,も っと難 しい問題 を抱

えることになる。市場で も製品で も現市場 ・現製品 との共通関連性が小 さい

分野の事業 をみると,そ の各々が支配 されている時間のスピー ドは個々に異

なっていることがほ とんどである。このため経営の トップ ・マネジメン トは

その各々の時間軸の違いに対 し手玉を操るようにマネジメン トしなければな

らないことが起 きる。よ くあるケースではあるが,財 務部門が これを全て同

じ時間軸により判断 し管理会計的投資 を行 うと,競 争条件の違 うステージで

戦 うことにな り失敗することになる。

また,垂 直統合事業における原料 から販売 までのビジネスプロセスにおい

ては,経 営資源の優先的投入 を,ど のプロセスになすべ きかの選択によって,
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全体の競争優位 としての差が大 きく出て くる。特 に,物 流 プロセスでは,先

端技術 を活用 したロジスティックス を含めた第三者による物流システムが進

んでお り,専 門物流事業者 と比較 し,自 社での物流プロセスへの投資が リタ
g}

一ンとして極度 に効率が悪 くなるという現象が起 きるのである。水平型事業

者の優位性が生 まれ,こ れが現在の(株)ソ ニー ・イー ・エム ・シー ・エス

のような事業形態 を生み出 して くることになる。

図4に,1999年 以降の実証研究で新たに明 らか になって きた 「時間の経済」

の実態 を示す構図 を提示 してお く。 ここでは,鉄 鋼事業者が半導体事業 を同

一企業内で経営 していたケースを取 り上げている。このケースの場合,鉄 鋼

事業者 自身は,顧 客 として,自 動車産業を持 ってお り,そ の技術や市場の変

化スピー ドは,自 社の もつ設備償却 スピー ドと,ま った く異なるスピー ドへ

の対応 を要求 されている。半導体産業をとってみると,そ の差は歴然である。

「時間の経済」 は投資回収効率 を示す,ROI(リ ター ン ・オン ・インベス ト

メ ント)を 経営機軸に,生 産設備の更新や技術革新による変革速度 までを要

求 していることが,一 目で分か る。「規模の経済」や 「範囲の経済」 といっ

た,量 の問題や,コ ス トの国際比較優位の問題では解けない経済効果が生 ま

れて きたのである。20世 紀型 ともいわれ る 「規模の経済」 や 「範囲の経 済」

で成功 した産業構造 を持つ 日本の企業が,「 時間の経済」 とい うフロンティ

アを乗 り越 えられないでいるのは,こ のためである。ス ピー ドが変わって し

まっている環境 に,自 事業が追いつかないのである。製造業のみならず,日

本の銀行で も同様 なことが起 きている。

日本の規制のなかで温存 されている銀行 は,「 規模 の経済」 を基盤 として

どうにも動かな くなっている。お金は保有 している量で稼 ぎが決まるのでは

な く,流 動 させている率で稼 ぎが決まるのである。預金者 と貸付先が,恵 ん

で くれるまで,た だ待 っているだけで金利が自動的に生 まれると錯覚 してい

るようである。拡大に余地があ り,拡 大 に時間を要 していた 「規模 の経済」

や 「範囲の経済」での経済効果 に依存 していた時代では,拡 大 により半 自動
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的 に金利差 を発生 して くれていた ため,そ れ で 済 ま され て い た の で あ る。

しか し,現 在 の世 界 の 金 融 は,国 際 間貿 易 の 実 質 為 替 決 済 金 融 額 の20倍 以

上 とい わ れ る リス クヘ ッジ金 融取 引が,24時 間,毎 秒,世 界 を巡 って い る の

で あ る。 リス ク を軽 減す る とい う行 為 にお いて は,20倍 の 金 融 が 流 動 す る と

い う こ とは,実 質 取 引為 替 金 融 の 決 済 リス クが1/20に まで,軽 減 され て い

る と も考 え る こ とが で きる。 この よ うな流動性 が重視 され る環境下 で,日 本

の銀 行 は,世 界 的 基 準 に もな らな い 金 融 価 値が 数十倍 も違 う土地価 値基準 を

担保 とし,不 良債 権 を温 存 し,価 値 創 出 を期 待 で きな い株 に持 合 的に投資 し

続 けてい るのであ る。

キ ャ ッシュ フロー経 営 と言 う言葉 は,日 本 の 銀 行 経 営 に と って死 語 同然 と

な ってい るこ とは明 白で あ る。 ま してや,「 時 間 の経 済 」 を代 表 す る よ うな

ッ ールであ るデ ィス カウ ン トキ ャ ッシュフローに よる経 営 な ど,考 え た く も

ない とい っ た あ りさ まで ある。戦後 の物 まねで過 ごせ た経 営 の トップ ・マ ネ

ジメ ン トとそ の機能 が,い ま崩 壊 して い る こ とに,ま だ気 づ い て い ない 。 先

に も述 べ てい る ように,日 本 の多 くの 基 幹 産 業 や 規 制 に保 護 されて きた事業

経 営 の トップ ・マ ネジ メ ン トは,過 去 に,フ ロ ンテ ィア を乗 り越 え た こ と,
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また,フ ロ ンテ ィ ア に挑 戦 した経 験 を持 った こ とが ない ことに多 く起 因 して

い るこ とが,現 在 の 禍 根 とな って い る。

4.「 情 報 の 同 時 性 と共 有 の 経 済 」

1990年 代 に入 っ て,イ ン ター ネ ッ トが 出 現 す る と,即 時相 互 情 報 交 換 に よ

る情 報 共 有 が,あ らゆ る層 や 地 域 に浸 透 す る よ うにな った。 この イ ンター ネ

ッ トに代表 され る ような 「情 報 の同時性 と共有 の経 済」 が発揮 す る,ま っ た

く過 去 と違 っ た経 済 効 果 は,ボ ー ダ レス な価 値 交i換 を可 能 と させ る経 済効 果

と して,新 しい 経 営 の フ ロ ンテ ィア を生 み出 している。

この出来事の始 ま りは,1991年1月17日 に多 国…籍 軍対 イ ラ ク軍 に よっ て始

まった湾岸戦争 か らで ある。 テ レビに よる戦場現場 と世界各 国の行動 の 中継

は,CNNニ ュ ー ス を通 じて,24時 間途 切 れ る こ とな く世 界 に流 し続 け られ

た。世 界 は この情報 を誰で もが同時 に得 る ことになった。 そ して,世 界 の地

域 や,人 種 の壁 を超 え て,こ の情 報 を全 世 界 が 共有 した。 この時か ら,情 報

の 持 つ 価 値 が,そ れ まで 伝 達 時 間 の 差 に よ って 生 み出 されて いた ものか ら,

情 報 そ の もの の 中 身 が 持 つ価 値 の評価へ と大 き く変 わってい ったの であ る。

情 報の授 受 におい て も,ラ ジ オや テ レ ビ とい っ た一 対 多 による一方通行 の情

報伝 達が持 つ情 報の価値 か ら,多 対 多 の双 方 向 に よる情 報 の授 受 に よ り価値

が生み 出 され る とい った形 に,急 速 に変 化 して い く。

一 対 一 の情 報交換 では
,携 帯 電 話 の普 及 が あ り,双 方 向 の 多 対 多 の情 報 交

換 で は,イ ン ター ネ ッ トの 普 及 が あ る。 イ ンター ネ ッ トの ネ ッ トワー クは,

Web.技 術 の 一 般 化 に伴 い,商 業 ベ ー ス の電 子 取 引 に使 わ れ る ネ ッ トワー ク

で ある,BtoB(ビ ジ ネス ・トウ ・ビジ ネ ス)や,商 業 ベ ー ス に消 費 者 も参

加 した電 子取 引で ある,BtoBtoC(ビ ジ ネス ・トウ ・ビ ジ ネス ・ トウ ・コ

ンシューマ)ま で,す で に,誰 で も手 に入 る もの とな っ て い る。3年 間で 事

実 上 の 米 国 一 の書 籍 販 売 会社 にの し上が った,ア マ ゾ ン ・ドッ ト ・コムが そ

の好 例 で ある。 それ はイ ンター ネ ッ トで書籍 閲覧 と新刊紹 介 を行 ない,宅 配
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便 で送付 する仕 組みで あ る。適正 な利益 が生 み出 され ているか ど うか は別 と

して,ド ッ ト ・コ ム ・ビ ジ ネス は 目新 しい もので はな くなって いる。1999年,

畑 中 に よっ て指 摘 され た,バ ーチ ャル ・シ ョッ ピ ン グ(架 空 店 舗)や バ ー チ

ャル ・コ ー ポ レー シ ョン(架 空 企 業)の 一般 化 の 可 能 性,現 金 で売 買 を しな

い 電子 取 引 や,ネ ッ トワー ク を通 じた購 買 とい った可 能性 は,現 在 で は,当

た り前 の こ と とな って い る。

この 「情 報 の同時性 と共有 の経 済!を 提 示 した背 景 の発 端 とな っ た特徴 的

な事 業の出現 と,そ れ らの 事 業 が 生 み 出 した事 象 の特徴 につい ては,畑 中の
エ0)

著 に よる 「経営 の フロ ンテ ィア」 を参照 いた だ きたい。 ここで は,1999年 以

降 に表 に出 て きた事 象 に よる検証 結果 とそれ に よる実証 につい てのみ触 れ て

お く。

イ ンター ネ ッ トが活用 され る場 で は,決 済 に関 わ る信 用 や ル ー ルが ま った

く変 わって しまう。 ネ ッ トワー クを通 じた購買 の普及 は,そ の 目的 の た め の

プ ラ ッ トフ ォー ムを構成 し,販 売 した い 側 と購 入 した い側 が,独 自 に必 要情

報 を公 開す る こ とに な る。需給 のマ ッチ ングは,オ ー ク シ ョ ンさへ 起 こす と

こ ろ まで来 てい る。

また,ネ ッ トワ ー ク上 で の 取 引 で は,買 う立 場 の仕 様 に合 わせ た 生 産 を行

な う とい う,オ ン ・デマ ン ド生 産 もデ ル コ ン ピュー タの生産販売 の ような形

で現実 の もの とな って い る。 この デルモ デル といわ れ る ビジネスモ デルは,

5年 間 で,デ ル コ ン ピュ ー タを世 界 の トップ企業 に押 し上 げた。消費者一 人

一 人 を個 別対象 に したマ ーケ テ ィング活動 であ る ワン ・トウ ・ワ ン ・マ ーケ

テ ィング も,Web.ポ ー タ ル技 術 に よ っ て,顧 客 抱 え込 み の 一 環 と して 一 般

化 して くる と指摘 したこ とについ て も現実 化 している。 ネス レ ・グループに

お け る リ ピー ト率 の高 い食 品購 入 リピー タへ の発売 前 の新商 品優先紹 介 や,

オ ピニ オ ン リー ダ とす る た め の優 先顧客 の抱 え込み戦略,あ る い は各 国 地 域

別 で の 食 感 へ の 個別対 応等 の ツー ル と して,こ の マ ー ケ テ ィ ン グ手 法 は 活 用

され ている。
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マーケテ ィングの調査領域 で は,イ ン ター ネ ッ トを通 じた掲 示 板 へ の書 き

込 みか ら,顧 客 志 向 の 変 化 の 兆 しを見 出 す とい うツール さえ生 まれてい る。

特 に,内 部 告発 に近 い情 報 は,公 式 報 道 にい た る2～3週 間前 に初 期 情 報 が

イ ン ター ネ ッ ト上 の掲示板 に見 出 され るのが0般 的 な状 況 に な っ て い る。 こ

れ に対 して,企 業 が 即 時 に対 応 で きる か で きないか で,雪 印 ケ ー ス の よ う に,

雪 だ る ま式 に ネ ッ トワ ー ク情 報 が膨 らんで,悪 評 が 悪 評 を伝 播 し,経 営 と し

て取 り返 しが つ か ない ところ まで追 いや られる とい った こ とが起 きる。

「情 報 の同時性 と共有 の経 済」 の経 済効 果 を,戦 略 的経 営 を通 じ享 受 して

きた企 業 の成功例 に,マ イ ク ロ ソ フ ト社 が あ る。 そ れ までは大型 コ ンピュー

タで しか計算 で きなか ったデー タ処理 について,個 人 ベ ー ス で の デ ー タ処 理

を可 能 にす る新 しいOS(オ ペ レー シ ョン ・シス テ ム)を 開発 し,IBMに 提

供 した こ とか ら始 ま って い る 。マ イ クロ ソフ ト社 がPC(パ ー ソナ ル コ ン ピ

ュ ー タ)ソ フ トで あ る ウ イ ン ドウズ で成 功 したのは,そ れ まで 独 立 的 に処 理

され て い た情報 を,ウ イ ン ドウズ とい う共 通 の手 段 に よ り,OSさ え 同一 で

あ れ ば,オ フ ラ イ ンで はあ っ て も,バ ッチ 的 情 報 管 理 で あ っ て も,変 換 を必

要 とせ ず に使 用 可 能 と した こ とであ る。 共通 に使 える とい う標準 化 に よ り,

フ ロ ッ ピー デ ィス クで あ れ,光 磁 気 デ ィス クで あ れ,CD-ROMあ る い は オ

ン ラ イ ンで あ っ て も,情 報 共 有 し得 る とい う仕 組 み を確 立 した こ とにあ る。

1990年 代 初 め のPC環 境 に は,ネ ッ トワー ク環 境 が まだ整 って お らず,マ

イ ク ロ ソフ ト社 のOSが 持 つ機 能 は大 変 優 れ た もの で あ った。当時 のセキュ

リテ ィ性 の高 い直接 的情 報伝 達手 段 は,事 業 用 の オ ン ラ イ ンで あ るLAN

(ロ ー カル ・エ リア ・ネ ッ トワ ー ク)やVAN(バ リュ ー ・ア デ ッ ド ・ネ ッ ト

ワ ー ク)し か世 の 中 に存 在 して い な か っ た。 マ イクロ ソフ ト社 は個 々に孤立

した存在 であ るPCを 共 通 言 語 で動 か す た め に新 しいOSを 創 り出 し,イ ン

テ ル社 に専 用 半 導 体 チ ップ で あ るMPU(マ イ ク ロ ・プ ロセ ッサ ー ・ユ ニ ッ

ト)を 制 作 依 頼 し,PCに 搭 載 させ た 。 この こ と に よ,って,PCの 使 い勝 手

は急 速 に よ くな り,PCの 普 及 が 加 速 され る。 ウ イ ン ドウ ズ とイ ンテルが相
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互補完 関係 を現す ようになってか ら,そ の両 社 の急 成 長 を指 して ウ イ ンテル

と呼ぶ ようにな り,WIN・WINの 関係 を表 す ビ ジ ネス モ デ ルが 生 まれ た。

il)

情 報の 共有 がユ ーザ ーの便益 を拡 大 し始 め る と,ネ ッ トワ ー ク外 部 性 が

働 き,拡 大 が ネ ッ トワー ク に接 続 され れ ば される分 だ け広が り,広 が っ た マ

ー ケ ッ トか らは
,機 能 の ア ップ グ レー ドの 要 請 を 強 く受 けるこ とになる。 こ

の こ とは,便 益 性 を向 上 させ るた め のOSの 使 え る機 能 を もつ 端 末 や 媒 体 を

増 や す こ とを要 請す る こと とな り,同 時 にそ の 急 速 な普 及 を も可 能 とさせ る

働 きを持 つ こ とに なる。急速 な普 及 は,OSの 使 え る機 能 を もつ 端 末 や媒 体

のPLCを 短 期 化 させ る こ とで もあ り,ま た 短 期 間 で の ソ フ トの 陳 腐 化 を促

進 させ るこ とに もな る。そ れは,常 に先 端 代 替 需 要 を創 り出 し,成 長 を持 続

させ る重 要 な手 だ て と もなる。 マ イクロ ソフ ト社 はfこ の端 末 や 媒 体1台 ご

とに ソ フ トの ラ イセ ンス を知 的所有 権の代価 として供与す る仕 組 み を創 り出

し,新 しい価 値 の基 準 を生 み 出 した 。

この新 しい価 値 の基準 は,そ の後 の 「情 報 の 同 時性 と共 有 の経 済」 とい う

経 済効果発現へ の大 きな変化点 とな り,ハ ー ドの価 値 よ り もソ フ トの 価 値 が

システ ムの仕 組 みの価値 を決 め る とい った現象 まで引 き起 こす こ とにな る。

ハ ー ドの価値 よ りも,ソ フ トの バ ー ジ ョ ンア ップが 短 期的 に可 能であ り,ま

た,バ ー ジ ョン ア ップ に よ る価 値 や 便益 の増 大が,ハ0ド へ の改 良 よ りもは

るか に大 きな ものが得 られ るため,ソ フ トの 価 値 で ハ ー ドの市 場 価 値 が決 ま

って しまうことが起 きるのであ る。現在 で は,ハ ー ドも ソフ トも成 熟 しつ つ

あ る分 野 では,ハ ー ドや ソ フ トに乗 る コ ンテ ン ツの価値 に,そ の基 準 が 移 行

して い る分 野 も現 れて いる。

マ イ クロ ソフ ト社 にお ける優位性 は,イ ン ター ネ ッ トとい う情 報 共有 の ツ

ー ルを得 る こ とに よって ,Web.技 術 と結 合 させ,よ り独 占的 に市 場 を牛 耳

れ る とい う可能性 がで て きた。 このWeb.技 術 との 結 合 は,イ ン ター ネ ッ ト

へ の 入 り口で,か な らず ソ フ トウエ ア ー で あ る ウ イン ドウズが必要 となる必

然性 があ るため,独 禁 法 に触 れ るの で は な い か,と の 問題 を提 起 させ た 。 機
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能を結合 させ るのではな く,分 離独立 した事業 として,他 の代替技術 と競争

すべ きであるとい う見解である。ネ ットワークに入 る玄関口であるポータル

が,ウ インドウズに独占されることは,情 報の共有 とい う経済性 をビジネス

の機会 として捉えようと試みている多 くの事業体 にとっては,大 きな問題 と

なるからである。

「情報の同時性 と共有の経済」による経済効果 を得ることので きる環境で

は,需 要者同士が仲介者や特定の供給者 を介在 させないで便益 を享受 し,そ

の便益 を自己増殖 させてい くといった特性 を持つため,市 場寡占化が進みや

すい。 また,そ れを利用する媒体への伝播速度 も速 く,普 及度 も急速である

ことから,ネ ッ トワーク外部性が働 き易 く,そ の便益 を発揮す るツールは,

短期 間での寡 占化がなされる。携帯電話の普及に見 られる現象 もその例であ

り,ネ ッ トワークに参加する数が多 くなればなるほど.利 用 コス トは下が り,

参加者の便益性 も増す という新 しい形の経済効果 を示す。

このように,現 在では,情 報が伝達 される時間の差で価値 を生んでいた時

代か ら,情 報の中身(コ ンテンツ)が 情報の授受 によって次々と派生的に異

なった価値 を生み出 してい く時代へ移行 している。この派生的な価値の創出

が,垂 直統合型のバ リューチェーンによって生み出 されてきた 「規模の経済」

「範囲の経済」「時間の経済」と異 なった価値の生 じ方 となっている。さらに,

このネッ トワークを実現する舞台 となるものには誰でもが乗 り降 りで きるプ

ラッ トフォームの様 な共通の場の存在が重要である。マイクロソフ トのOS

であるMS-DOSは まさにこの プラ ットフォームを提供 した ものと言 うこ

とがで きる。

マイクロソフ トに対抗 して,サ ンマイクロシステムズは,ど んなOSに も

共通で使用で きるインタフェースとなるJAVAを 無償で提供するとい う事業

戦略を提案 した。事業 としての収益 は,JAVAを 使用 して くる人や事業所が

増 えれば増えるほど,JAVAに よって動 くコンピュータ装置が売れる とい う

仕組みである。
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LINUXに い た っ て は,OSそ の もの を無 償 で 提 供 した もの で,そ れ を利 用

す る メ ンバ ーや そ こ に参加す る事 業者 は,独 自に作 った シ ス テ ム や プ ロ グラ

ム を使 用 に際 しオー プ ンにせ ざるを得 ない。そ れに対 す る対価 は求めて いな

い とい うケースであ る。

これ は,新 しい流 れ で あ る 。 シ ス テ ム や仕組 み は,イ ン フラ ス トラ ク チ ャ

ー の普 遍 性 と一般化 を即 し普 及度 や技 術 レベルが急速 に上が る
。普 及度が上

が る とデ ィフ ァク ト化が促 進 され るこ とか ら,そ こ に流 され る コ ンテ ンッや

ソ フ トを有料化す る こ とに よって収益 を上 げ る とい う新 しい仕組 みが生 まれ

るのであ る。 また,そ れ を動 かす ハ ー ドを レ ン タル や リースで有料化 で きる

とい う,新 しい 産業 の仕 組 み もで き上 が って くる。 これ らの,カ テ ゴ リーや

製 品 を無 償 提 供 す る ビジネスでは,提 供 後 に得 られ る使 用 料 とか トランザ ク

シ ョンの回数 に課金 して収 益 とす る こ とが,一 般 的 とな っ て い る。

最 近 で は,汎 用 の コ ン ピュ ー タ設備 を使 用 し,特 定 の ア プ リケ ー シ ョ ンを

外 部 に貸 し出 した り,設 備 の 空 き能 力 の み を貸 し出 した りす る事 業 も生 まれ

てい る。ASP(ア プ リケ ー シ ョ ン ・サ ー ビス ・プ ロバ イ ダ)と い わ れ る,ア

プ リ ケ ー シ ョ ン ソ フ トを複 数 社 で 共有 して使 用す るサ ー ビス も始 まってい

る。標準化,平 準 化 した ビ ジ ネス プ ロ セ ス に は,競 争 優 位 と して の差 別 化 や

コ ア ー コン ピテ ンスが生 じない ことか ら,ア プ リケ ー シ ョ ンの 共 有 が 行 われ

るのであ る。 また,こ の動 きは,異 な る事 業 体 が独 自 に持 つ 異 な ったア プ リ

ケー シ ョンを,複 数 社 がWeb.上 で 必 要 な と きに所 有 者 か ら ア プ リケー シ ョ

ンを切 り出 して借 り出せ る とい う,Web.サ ー ビス とい う事 業 形 態 を も試 行

させ てい る。 これ らの例 は オープ ンシステ ムが実現 してい る 「情報 の 同時性

と共 有の経済」 その もの とい える。

ま さに,畑 中 が 「経 営 の フ ロ ンテ ィ ア」 で指摘 した ビジネス環境 が,フ ロ

ンテ ィア と して現 出 して い る こ とが分 かる。
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情報の同時性と共有の経済の軸

同時性 と共有の度

フロ ンテ ィ

(プ ラ ッ トフ ォー ム の出現)

酬 噌・,'認1.."

ヲロ ンァイアの稜線

同時性と共有はほ

一一 スピードが速い

スピードの速さの時間軸

図5情 報 の同時性 と共有 の経済への フロンテ ィア

5.「 情報の同時性 と共有の経済」のフロンテ ィアの所在

畑 中は 「経営 のフロンテ ィア」の中でs「 規模の経済」 と 「範 囲の経済」

に対 し 「時間の経済」が フロンティアであったとい う事象について,そ のフ

ロンティアの所在 を,図3に あるように示 した。 これは,「 時間の経済」が,

ス ピー ドの速 さを単位 とする時間軸上 にあることを提示 したものである。こ

れに対比 して 「規模 の経済」「範囲の経済」「時間の経済」 に対 し 「情報の同

時性 と共有の経済」のフロンティアの所在 はどんな所 にあるのかを,図5に

あるように示 している。 「規模の経済」 と 「範囲の経済」 による経済効果の

発現は,要 因 としてどちらも 「拡大」 を軸に している。 この 「拡大」の要因

か らなる軸 と 「時間の経済」を生み出す回転や伝播のス ピー ドの速 さの要因

か らなる軸 に,「 情報の同時性 と共有の経済」 の経済効果の発現 レベル度合

いを要因軸 として結合 させると,新 しいフロンティアの所在が見えて くる。

情報の同時性 と共有の度合いが高い と言 うことは,個 々のビジネスがある

同一の共通手段や共通環境,あ るいは共通言語や共通媒体か ら構成 されてい

る比率が高いと言 うことである。 このことは,こ れまで需要側 と供給側が,
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別個 の機 能 と立場 を持 つ対峙 関係 にあ った もの を,一 気 に協 調 関係 あ る い は 丁

同一 の塊 になる とい うことを意味 す る。便益 もリス クも折 半 となる需給 関係

を生 み出す。需給 の両者 が相 互 に便益 を享受 で きる,需 給 がWIN・WINの

関 係 を保 つ 共 通 基 盤 の発 生 が,「 情 報 の 同 時性 と共 有 の経 済 」 の特徴 であ る。

これが,プ ラ ッ トフ ォー ムの 概 念 で あ る。

こ れ まで に標準規格 とか デ ファク ト化 された事 業集団 と して,プ ラ ッ トフ

ォー ム の 持 つ 特 徴 を示 す様 な グルー ピ ング され た存在 は なか った訳 で は な

い。 しか し,近 年,情 報 の 同 時 性 と共 有 の 環 境 が整 うにつれ,複 数 の 要 素 が

共 有 され て い る ネ ッ トワー ク上で は,プ ラ ッ トフ ォー ムが 創 出 され や す い と

い う傾 向が 強 くなって きてい る。

特徴 的 な こ とは,今 まで標 準 規 格 とか デ フ ァ ク トによ り出現 しその支配力

が供給 者側 に大 き く依存 して いたプ ラ ッ トフ ォームのあ り方 では な く,供 給

者 側 と需 要 者 側 の 情 報 共 有 が な され てい る こ とに必 然性 を もつあ り方 で あ

る。この ため,供 給 者 側 と需 要 者 側 の 便 益 の 共 有が な され るので ある。特 に,

供 給 者 側 と需 要者 側 が リス ク を折 半 し便益 を同等 に享受 で きる仕組 みが プ ラ

ッ トフ ォーム上 に出来 る と,ネ ッ トワー ク外 部 性 が 働 く収 穫 逓増 の現 象が 目

に見えて くる。

この ネ ッ トワー ク外 部性 が働 くプラ ッ トフ ォームの概念 は,畑 中 に よ っ て

1999年 に概 念 を確 立 し指 摘 した もの で あ るが,そ の 当 時 は,ま だ実 現 性 が み

え て な く,研 究 と して も受 け 入 れ られ る対 象で はなか った。 しか し,事 業 経

営 で の実 際 の 現 場 で は,多 くの ビジ ネ ス モ デ ル と して急 速 に現実 の事業 形態

を現 し,今 で は,ビ ジ ネ ス ・プ ラ ッ トフ ォー ム につ いて,わ ざわ ざ,特 別 な

定 義 も要 さ な い ほ ど一般 化 してい る。 まだ,5年 も経 て い な い の で あ る 。

この 現 象 が,「 情 報 の 同 時 性 と共 有 の 経 済 」 の怖 さなの であ る。 ネ ッ トワ

ー ク上 の同時性 と共有 は
,ミ ク ロ とマ ク ロ か らな る クラ ス ター構 造 に対 し,

相 互 共 鳴 的 な新 しい揺 ら ぎ を興 してい る。 それ は,あ た か も,ミ ク ロの 代 表

で あ るDNAと マ ク ロの代 表 で あ る人 体 が 体 内 の ネ ッ トワー ク上 で固有 な結
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合 と複合的結合 により異なった関係や発症 を示す ように,マ クロである新 し

いプラッ トフォームは,ミ クロである異種の固体同士のネッ トワーク結合に

より,個 々に異なった固有な関係 をもつ環境 を提供 し始めている。

「情報の同時性 と共有の経済」 は,知 識の所有度合い とか,知 識の先有度

合いとかの差により,経 済効果 を生み出 していたものに対 し,ま った くその

価値 を変 えて しまうという経済効果 も生みだ している。知っている という価

値 はな くなり,そ の知識か ら何が創出で きるかに価値がシフ トしているので

ある。 この現象は,す でに,教 育の現場でお き始めている。大学の教育者の

大半が,そ の経済価値 を一瞬 にして失 って しまっているのである。知識 は,

インターネッ トにより,ど こか らで も,距 離や言語 を障害 とせず,一 瞬 にし

て入手で きるようになって しまったからである。 また,研 究成果は,不 特定

多数に同時 に発信が可能 となり,い ままでの閉鎖的な少人数で評価 していた

普遍性 に欠ける研究成果に対 し,グ ローバルでの評価 を一瞬にして得ること

がで き,知 識の差ではな く,先 行性が評価 される形 に変わって きている。 こ

れか らの教育は,知 識を教えるのではな く,知 識の とり方や応用の仕方,そ

してそこか ら,何 を,ど うやって創出するのか,を 教育することに変わって

産

国(

業

地

個

プラ ッ トフ ォー ム

1i'

ン
メ ンテナ ンス システ ム コ ンテ ンツ

(サー ビス)(ハ ー ドウエ アー)(ソ フ トウエアー)

図6プ ラ ッ トフ ォ ー ム の 位 置 と オ ー プ ン シ ス テ ム
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いか ざるを得 ない。 そ の場 が,教 育 の プ ラ ッ トフ ォー ム とな る はず であ る。

大学 とい う名称 や箱 に よる価値 は,早 晩,意 味 を成 さな くな る。

図6に,畑 中 が 「経 営 の フ ロ ンテ ィア」 の 中で提示 した 「情報 の同時性 と

共有の経済」 の概 念 と構 図 に対 し,1999年 以 降 にお け る事 象 の表 面 化 と実証

例 の研 究か ら,「 情 報 の 同 時 性 と共 有 の 経 済」 が生 み 出す プ ラ ッ トフ ォーム

が,ど の よ うな形 で実 情 の 事 業 環 境 に リンク してい るの かについ て,明 確 に
エの

なって きた部分 を新 た に示 してお く。

図6は,い ま まで事 業 が 属 して い る業 界 であ る とか,ド メ イ ンで あ る とか

を,外 部 環 境 と して単 純 化 した ブ ロ ックを3次 元 的 に傭 鰍 させ た もの で あ る。

情 報 やサー ビス,コ ンテ ンツ を受 け取 る個 人 を起 点 に,サ ー ビス や メ ンテ ナ

ンス の 提 供 と,そ の提 供 を可 能 とす る ハ ー ドウエ ア ーや システム の仕 組 み,

そ れ に乗 せ られ る コ ンテ ン ツや ソフ トウエ アーを役割 として持つ軸 を,第1

次 軸 と して あ る 。 第2次 軸 は,個 人が 受 け る情 報 やサ ー ビス の媒体 を通 じた

伝 送 と,そ れ を発信 す る役 割 を持 つ 軸 と なっている。 これ に,個 人 が 属 す る

業 界 や 地 域,そ して産 業 の 区切 りとか 国 家 の 区切 りを,第3次 の 軸 と して表

して あ る 。 この,3軸 か ら な る 各 々 の 区 切 りの ブ ロ ッ クが,「 規 模 の経 済 」

「範 囲 の経 済 」 「時 間の経 済」 の フロ ンテ ィア を支 配 している,事 業 の 外 部 環

境 と して定 義 され る ドメイ ンとなってい る。

この各 々の ブ ロ ックに対 し,プ ラ ッ トフ ォー ム は,水 平 的 あ るい は垂 直 的

に,ま た,た す きが け 的 に共 有 の場 を提 供 す るこ とか ら,業 界 とか 国 家 とか

個 人 とか,ハ ー ドウエ ア ー とか ソ フ トウエ アー とか,は た また,発 信 側 と受

信 側 とい っ た境 界 を,ま っ た く持 た ない 環 境 構造 を提 供 す るこ とになる。

この図 か らわか る よ うに,個 々 の ブ ロ ッ クの 中 で 争 わ れ た 競争 優位 戦 略

(ク ロ ー ズ ドシス テ ム で の 競 争 優 位戦 略)と して 存 在 した20世 紀 型 の バ リュ

ー チ ェ ー ン とそ れ を 母体 に した事 業領域 の定義 は ,プ ラ ッ トフ ォー ム の 出現

に伴 い,意 味 を成 さな くな り始 め て い る 。事 業環境が オー プ ンシステ ム化 し

たため,そ の フ ロ ンテ ィア を越 え る と同 時 に,バ リュー チ ェ ー ンの 意 味 が 大
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き く変 って しまった こ とが分 かる。 図6に 示 され る ビジ ネ ス プ ラ ッ トフ ォー

ムの出現 は,ネ ッ トワ ー ク とい う 「情 報 の 同時性 と共有 に よる経 済」 が生み

出す,事 業 経 営 そ の もの に対 す る,ま っ た く新 しい外 部 環 境 で あ る こ とも理

解で きる。

】V]市 場 と事業 とフロンテ ィア

1.事 業のフロンティアと新 しいビジネス環境

「規模の経済」か ら 「範囲の経済」が生 まれたとき,「 規模の経済」 に 「範

囲の経済」の経済効果が加わった とき,そ のそれぞれに,そ の市場 とその市

場の枠 を乗 り越え様 としていた事業 は,市 場 と事業の相互にや り取 りをする

中か ら,新 しいフロンテ ィアの稜線 を見つけ出 してきた。「範囲の経済」が

生み出 した極端な事業形態の中には,市 場 と製品にマーケティングの共通関

連性や技術の共通関連性が極度に小 さい経営母体であるコングロマ リッ トの

様 な経営形態をも出現 させた。 コングロマ リッ トの様 な経営形態 にみ られる

「範囲」の事業では 「規模」が小 さく経済効果 を生み出す には限度がある事

業 を,経 営主体の大 きな 「規模」 に一旦吸収す ることによって,「 規模」 に

よる経済効果を 「範囲」の事業にも発現 させるといった経営戦略 をとること

もで きた。

「規模の経済」の成熟か ら 「範囲の経済」が生 まれたのと同様,「 規模」 と

「範囲」 による経済効果の最大化 を目指 した拡大が成熟する と,新 しい経済

効果の フロンテ ィアに挑 まなければならない。それまで,地 域が異なった り

事業の スター トが異 なった りした事業経営が,「 範囲の経済」 領域 に個 々

別々に参入する。結果 として同一の 「範囲の経済」領域で競争するようにな

って しまい 「規模の経済」 による経済効果が期待で きな くな り,ま た再び投

資効率か らも個 々では経済効果 を生み出 さな くなって しまうことが起 きる。

この段階で共通性の高い領域や相互補完性の高い領域での事業提携や合併が
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は じまる。 この提携や合併は,事 業 どうしの再結合による経済効果 を生み出

す とする分析 もで きるが,過 去の継続か らの規模の縮小 による再編成では,

フロンティアの存在 はそ こにはないことがわかる。

本来,提 携や合併 は独立的に統合 されているビジネスのプロセスが,競 争

相手やそれ を構成 している業界の平均的 レベルより,規 模 も範囲も活動ス ピ

ー ドも優 っている場合に
,な されることが望 ましい。 しか し,補 完 を目的に

なされる提携や合弁は,一 般的に,劣 位のプロセスに迎合 して しまう。結果

は,「規模の経済」や 「範囲の経済」による相乗効果が出て こないことになる。

拡大や縮小の最適化 をもくろむ事業の再結合 といったことは「規模 の経済」

と 「範囲の経済」の2軸 か らなる平面上での戦略的行動で しかない。再結合

に対する新 しい経営 のフロンテ ィアはその平面上 には存在せず,時 間の経済

効果であるスピー ドの速 さの度合いを示す軸 を横切る面上での戦略的行動が

必要 となるのである。それでなければ合弁 による相乗効果は期待で きない。

日本における銀行群合併提携の失策が これである。

スピー ドの速 さは単位期間内での規模の資金回転 を増加 させ,結 果 として

少ない投資で大 きな規模 を動か したと同様 な成果が得 られることである。先

端技術分野では,ビ ジネスプロセスのスピー ドの速 さが コス ト優位性 を生み

出す ところまで来ている。たとえば半導体産業に見 られるファン ドリービジ

ネスの出現がその典型である。半導体の製造 プロセスのある工程への投資が

一社では投資効率が悪い場合
,そ の工程 だけアウ トソーシングして しまう事

業である。半導体プロセスの ファンドリーは,ア ウ トソーシングを受ければ

受 けるほど規模 によるコス ト優位性 と利益還元 による先行技術投資 を可能 と

する。 このことによって,一 社単独の垂直結合 したビジネスプロセスではフ

ァン ドリーの持つ優位性 にスピー ドもコス トも追いつかな くなる。企業ベー

スでのこの ような動 きは,急 速 に展開を始めている製造業の集中分離独立採

算をめざす,(株)ソ ニー ・イー ・エム ・シー ・エスのような事業形態 をも生

み出 していることか らも明白である。
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情報の同時性 と共有の度合いが高い面上を経営のフロンティアとしてチャ

レンジが進んでいる経営 ッールに,イ ンターネッ トを活用 したネッ トワーク

ビジネスがある。ネッ トワークビジネスの特徴 はネッ トワークが構成 される

プラ ットフォームに便益 を生 じる とネッ トワーク外部性が威力 を発揮 し,収

穫逓増の ような現象 により事業が拡大 してい く傾向が見 られることである。

この複雑系 的な収穫逓増の ような現象 は,「 規模の経済」 「範囲の経済」 「時

間の経済」の各々のフロンティアを乗 り越 え,そ の経済要因を自己に内包 し

て起 きていれば間違いを起 さない。 しか し,収 穫逓増 を意図的に起 こし,そ

こに投資資金だけが集 まって しまうと,架 空のキャッシュフローが生まれて

しまい,崩 壊 にいたる。米国に端 を発 したITバ ブルの典型が,こ のパ ター

ンである。

どこの段階でのフロンティアで も,そ の稜線 は,不 確定性の高い環境にあ

る。特 にス ピー ドの速い 「時間の経済」による効果や,ネ ットワーク外部性

が働 く 「情報の同時性 と共有の経済」 による効果が発揮 されるフロンティア

の稜線上では,カ タス トロフィーに似た動 きが生 じる。 この ことが ,バ ブル

の要因の一つ として検討 されるべ きであるが,バ ブルはバ ブルであ り,経 営

が フロンテ ィアに挑戦する時に起 きる現象であるわけではない。

この現実 は,フ ロンティアの稜線が,ミ クロの経済効果 とマクロの経済効

果の相互関係か ら成 り立 っていることを理解することによって明確 になって

くる。 ビジネス環境 と事業経営 との問には,商 品の価値の交換 を通 じての顧

客 と事業 と言 うミクロ的関係があると同時 に,経 済環境やビジネス環境が事

業経営 を制約するマクロ的関係がある。フロンティアの稜線では,こ の ミク

ロとマ クロとの区別が曖昧 にな り,ど ちらの経済要因が起 因 して動いている
13)

のか定か に出来 ない状況が起 きる。 この ミクロ とマ クロの区別が曖昧 であ る

とい う状 況 は,個 別 の価 値 交 換 か ら始 まる ミク ロの経済効果 の成果 と
,ミ ク

ロの 集 合 体 が マ ク ロ に な っ た時 の経 済効果の成果 が
,同 じで は ない状 況 が 起

きる こ とか ら発 生 している。
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「時 間の経済」 や 「情報 の 同時性 や 共有」 が な され る ネ ッ トワー クの環境

においては,顧 客 の変 化 が 個 々 の タ イ ム ス パ ンや ネッ トワー ク外部性 に依 存

して しま うため,マ ク ロ と して の 全 体 が ミク ロ と しての個 々の和 と違 って し

ま うこ とが起 きて しま うので あ る。 ポ ジテ ィブであ れ,ネ ガテ ィブ で あ れ,

全 体 が 個 々 の経 済 効 果 の和 以 上 に個 々の総和が大 き くなる経 済効果 を生 み出

して しまう現 象が これであ る。 この こ とは,ミ ク ロの 経 済効 果 を創 出 す る多

数 の 因子 はゆ14)を もっ て お り,そ の ゆ ら ぎの 集 合 体 が,ミ ク ・の 和 以 上
15)

の,マ クロ に お け る総 和 と して の均 衡 を生 み出 している とい える・

2000年 に米 国 で起 きたITバ ブ ル は,人 為 的 な経 営 欠如 も付 加 され,ミ ク

ロの 和 以 上 の,マ ク ロ にお け る総 和 の均 衡 が 生 み出 していた特 異 な産物 とい

える。

2.フ ロンティアと新 しい尺度

経営のフロンティアは,過 去か ら現在に至 る間で,ど のような要因が経営

実体に大 きく影響 を与 えたのであろ うか。その要因を縦軸 に,事 業経営の実

体の推移を横軸にとり,経 営のフロンティアの所在 を描いてみる と,畑 中が

「経営の フロンテ ィア」で指摘 した ように,図7に 示す ような模式図を描 く

ことがで きる。

過去から現在 までの経済環境 と経営実体 を大 きく変化 させて きた経済要因

の特徴 を区分 してみると,次 の様 な区分に整理す ることが可能である。

それ らは,

*「規模の経済」が主体である経済環境 と経営実体

*r規 模の経済」 に 「範囲の経済」が加わっている経済環境 と経営実体

*「規模の経済」 と 「範囲の経済」が組み合わさった環境に,「 時間の経

済」の効果が加わっている経済環境 と経営実体

*「規模の経済」,「範囲の経済」,「時間の経済」が組み合わ さった環境

に,さ らに,「 情報 の同時性 と共有 による経済」の効果が加 わってい
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ビジネス環境と事業経営

を動かす主たる経済要因

(仮説 レベルの共生の

情報の同時性と

共有の経』

時 間の経'

範 囲の経1

規模 の経'

既知・の領域

＼

過去の実体

フロンティアの拡大

/礁 で複雑なフロンティア
未知の世界

(オープンシステム)

現在の実体

見透かせるフロンティア

事業経営の過去から現在までの実体

図7経 営 の フロンテ ィアの概念 図

る経済環境の現出 と経営実体。

*さ らに仮説 レベル として,「 情報の同時性 と共有の経済」の効果 に加

えて,さ らに,そ の先に,経 済効果 として現れる可能性 を直感 させる

「共生の経済」の もとでの経済環境 と経営実態

として,段 階的に整理す ることが可能である。

図7で は,過 去 に経営実体が フロンテ ィアを乗 り越 えてきた領域 を既知の

領域 として位置づけてある。また,既 知の領域か ら未知の世界に向けて常 に

誰かがフロンティアの稜線 を乗 り越えて行 った結果,乗 り越 えるたびにフロ

ンテ ィアの稜線は拡大 されてい くと言 うプロセスを示 してある。 ここでの既

知の領域 は,常 に資源の限 られた範囲内での競争条件が起 きているクローズ

ドシステムとなる。同様 に,フ ロンティアから外の未知の世界は,資 源に制

約が起 きないオープ ンシステム となる。 また,フ ロンティアの稜線の近辺で
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は,あ る程度見透かせ るフロンテ ィアもあれば,不 確実で複雑 なフロンテ ィ

アも存在 している。横軸で示 されているここでの経営実体 は,特 徴的な経済

要因を背景 に,過 去か ら現在 に向かって,ま た,未 来 に向けて,そ の実体を

推 し進めている事業経営の現実その ものを推移 として捉 えている。また,縦

軸 には経営の フロンテ ィアの大 きな要因 となっている 「規模の経済」 「範囲

の経済」 「時間の経済」「情報の同時性 と共有の経済」の推移をとってある。

経営の現実の場か ら得 られる企業価値 は,自 社の ビジネス ・プロセスの一

部の工程 から生み出 された もの と認識 して しまうことがある。このため,そ
エの

の部分 を 自事 業 の コアー ・コ ンピタ ンス と思 い込 み,自 社 の 競 争 優 位 が そ
i7}

の価値 連鎖 にあ る と して 自認 して しま うケー スが生 じる。 この ため,企 業

価 値 は需 要 者 側(外 部 環 境)に よ って の み 与 られ る もの で あ る との事実 を忘

れて しまうこ とが ある。一般 的 に,戦 略 的 行 動 に よ っ て構築 され た,競 争 優

位 を持 つ ビ ジ ネ ス ・プ ロセ スの ほ とん どは,1-2年 の う ち に競 争 と言 う環

境 の 中 で平 準 化 して しまい,市 場 で は当 た り前 の イ ン フ ラ ス トラクチ ャー と

なって しま う。 また,代 替 技 術 や そ れ を乗 り越 え る新 しい価値 の提供 が異 な

った戦 略的行動 を起 こ した企業 に よって ライフサ イ クル を失 い,瞬 く間 に競

争 力 を な く して しま うケース もしば しば見 られ る ところで ある。現 実の経営

実践 の場 に よるそれ らの失敗 は,企 業 へ の 信 頼 性 を失 墜 して しま うこ とにな

るため,当 た り前 で は あ る が,ま ず 外 部 に は見 え ない 存 在 と して,葬 り去 ら

れ て し ま う。 一 方,見 事 に フ ロ ンテ ィ ア を乗 り越 え て成功 した戦略 的行動 に

つい ては,経 営 戦 略 に よ る競 争 の優 位 性 と して温存 され るため,外 部 にで て

き に く く,一 定 の 時 間 の経 過 が な け れ ば一 般化 され ない。 この ため,フ ロ ン

テ ィア の稜 線 は,経 営 実務 と して 知 覚 で き るが,研 究 対 象 と して は見 え ない

の が 一般 的で ある。

3.経 済 効 果 の 発 現 の 要 因

ビ ジ ネ ス環 境 の変遷か ら経営 の フ ロ ンテ ィア を引 き出す と,時 代 時代 を動
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ビジネス環境における

経済効果の発現要因の比率

↑ 経済の成長カーブ

(ビジネス環境の拡大)

/'
＼ 共生の経済

報 の同時性 と共有の経 済

時間の経

範囲の経済規模宝

事のBイ

軽

19501990年 代
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図8ビ ジネス環境の経済効果の模式図

か してきた主たる経済要因による概念的枠組みが,図8に 示 した構図によっ
18)

て成 り立つ ことがわかる。この模式図は,あ る時代の ビジネスの成長 を支え,

一番大 きな経済効果を生み出 した要因が何であったか を
,経 済効果の発現 に

寄与する役割 として概念的に捉えてみたものである。

1960年 代 までの経済構造の基本は,物 不足か らの脱却が まだはかれてお ら

ず,供 給側 の論理が優先する大量生産 とそれによる売価低下の構図か らな り

立っていた。 ビジネス環境 を動かす経済要因は,規 模 の大 きさによって経済

性が発揮で きる構造 となってお り,そ の環境の中での事業成長は,規 模の経

済性 を追求することに他 ならなかった。規模は,生 産であれば製品の標準化

による大量生産指向であ り,販 売であれば流通地域のシェアーの大 きさによ

って経済効果が発揮で きる構図であった。この構図は,需 要側には大量消費

性 向を生み出 し,物 不足の時代 から脱却 した後にも消費需要 としての大量消

費は継続 し,規 模の経済が供給者側 と需要者側 との経済の好循環 を形成 させ

ていた。

一方
,「 規模の経済」 を発揮 させ ようとする事業経営 は,主 軸である事業
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の拡 大 を,期 間 管 理 会 計 の損 益 の 原 則 に則 って,コ ス ト計 算 に よる利 益 の 出

る範 囲 まで,投 資 の 拡 大 を行 っ て ゆ くこ とを 目指 してい った。単 一事 業で始

まった経営 は,経 験 的 に認 識 され て い る プ ロ ダ ク ト ・ライ フ ・サ イ クルの成

長 カーブ と,習 熟 曲線 に よ る コ ス ト低 下 に よ り,市 場 の ポ テ ン シ ャ ル を充 足

す る まで成 長 を続 けた。 単一事業 は,単 位 費 用 を低 下 させ る た め に,同 一 設

備 の稼 働 効 率 を狙 っ た製 品 群 の拡大 や,販 売 ・流 通 にお い て も効 率 の よい取

り扱 い品種 の拡大が な され た。 その結 果,地 域 拡 大 や 海 外 進 出,業 際 事 業 へ

の 拡 大,多 角 化 へ と,自 事 業 を拡 大 して ゆ くこ とに な り,「 範 囲 の経 済 」 ヘ
ユ9)

と移行 してい くこととなったのである。図8に 示 したタイプAの 企業が こ

の例 となる。

タイプAの 企業おける事業経営の経営戦略は,「 規模の経済」 によっての

事業利益の最大化 をいかに しうるか,そ して 「規模 の経済」の手段 を背景 に

「範囲の経済」に向かってどう移行 しうるかにあった。経営の フロンテ ィア

はその最前線に不確実な領域 として厳然 として横 たわっていたのである。

事業経営はフロンティア克服の手段 として,コ ス ト優位性確保のため過剰

な設備投資 をした り,ポ テ ンシャル拡大のため顧客の市場性 を無視 した海外

進出や,主 軸商品 との シナジーを起 こすべ く事業 ノウハウの希薄な多角化領

域へ進出を試みた りしていた。 日本 における鉄鋼事業が,こ の典型的パ ター

ンを経験 している。

鉄鋼事業 はもともと 「規模の経済」が大 きく効 く産業構造 にあるが,「 規

模の経済」の拡大は資金面からも先端技術の採用 を可能 とし,そ の結果,高

炉設備の設備競 争 に入 り過剰投資か ら不況 カルテルにより生産調整をせ ざる

を得な くなる経過 を持 った。 しか し,そ の後,世 界の鉄鋼業の競争へ と進 む

時期 に,日 本国内では,幸 いにして 自動車産業の勃興 と大型 タンカーの需要

増 により成長拡大がなされ,世 界の鉄鋼業 としての地位 をかためることがで

きた。そ して,日 本の大手鉄鋼業のほとん どは,「 規模の経済」 による拡大

パ ター ンと,先 端技術への限 りない投資が必要 となるパ ターンが類似 してい
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た半導体事業の多角化へ と突 き進んでいる。FA(フ ァク トリー ・オー トメ

ーション)に よるコンピュータシステムのノウハウや
,原 材料 に近い領域で

の研究 ノウハ ウは所有 していたが,事 業の異なるノウハウを必要とした半導

体事業への多角化は,結 果 として膨大な投資 と累積赤字 を積み上げ,10年 を

経ず して次 々と撤退に追い込 まれて しまった。「時間の経済」 の違 いを乗 り

越えられなかったのである。

「規模の経済」 の効果 を平面的な拡大のみに求めた事業は,「 範囲の経済」

のフロンティアに直面 し行 き詰 まった り,「範囲の経済」 に止 まった りして

しまう。主軸事業のみによる 「規模 の経済」の拡大によって成長 してきた事

業 は,成 長で きるビジネス環境の中にあったためで,そ の拡大を許容するタ

イムスパ ンは比較的長期に渡 る外部環境か ら成 り立っていることが多い。 こ

の様 な環境 にあった事業が,「 範囲の経済」 による経済効果 を狙 って国際化

や多角化領域進出をはかると,市 場のノウハ ウはもとより,そ の新 しい市場

の範囲を支配 しているタイムスパ ンは,ほ とん どの場合 ,今 まで 自事業が成

功 していた単一事業の ビジネス環境 と大 きく異 なっているため,経 営は挫折

することになる。体の大 きさの違 う動物の生命体が認識 している時間軸がそ

の各々の固体 によって異 なっていることと同様なことが,事 業の大 きさや固

体 の違いに も起 きているか らである。ビジネス環境が違っていた り,環 境 を

構成するクラス ターの個々の事業規模が違っていた りすると,単 位時間の経

済効果や速度の経済 も含めたス ピー ドによる経済効果が違 って出て くる現象

である。経営の トップ ・マネジメン トは,大 きさの違 う事業領域や固体特性

の違 う領域 にある事業について,各 々別の軸で動 いている時間軸が個々に存

在 していることや,業 界や事業の属する競争領域の タイムスパ ンが各々異 な

っていることを認識 しておかなければならない。

4.「 時 間 の 経 済 」 の ポ ジ シ ョン

フラ ンチ ャイズ を 目指 す事 業で あ った り,M&Aに よ る コ ン グ ロマ リ ッ ト
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的な事業展開を しようとする事業体や,フ ァン ドを目的 として異なる組み合

わせの事業体 をもっていた りす るケースにみ られる 「範囲の経済」の経済効

果 を発現のスター トとする様 な事業のケースでは,次 の段階で 「規模の経済」

に向かって進むケースと,「 時間の経済」に向かって進むケースがみ られる。

「範囲の経済」か ら 「規模 の経済」 に進むケースでは,複 数か らなる価値連

鎖 を経済的,効 率的に運営するためや競争優位 をコアー ・コンピタンスに集

中するために,連 鎖の再統合や結合のプロセスの見直 しがなされる。 この様

な手だては,「 規模の経済」から 「範囲の経済」 に移行 しなが ら,「 範囲の経

済」による経営 の経済効果 を生み出せ なかった様 な企業によく見 られる業務

改善的組織行動 として採 る事業部の再統合や,結 合の最適化 を目指 してなさ

れ るBPR(ビ ジネス ・プロセス ・リエ ンジニア リング),ポ ー トフ ォー リ

オ ・マネジメン トによる事業集中化や事業売却,と 言 った経営選択 を採 る経

営行動 に見 られる例である。

「規模 の経済」か ら 「範囲の経済」 に移行 した事業経営は,複 合的な価値

連鎖の再結合や,ア ウ トソーシングを含めた異業種間の価値連鎖の結合によ

る経済効果 も期待で きる場合 もある。この様な事業形態から期待 される経済

効果は,規 模 に限界があるクローズ ドシステムの中で選択 される既知の領域

における業務改善的経営行動であ り,オ ープンシステムに向かっての戦略的

行動 を要求 される経営のフロンテ ィアとは,ま った く事象 を異 にしている。

「範囲の経済」 を経済効果の発現 としてスター トした事業経営は,「 範囲の

経済」が,時 間軸の違 う経済要因を内包せ ざるを得な くなるのと同様,異 な

る時間軸 を基準 にしたビジネス ・プロセスによる,新 しい 「時間の経済」に

よる経済効果 を発揮で きる仕組みへの移行の必要性に直面する。

1970年 代後半か ら1980年 代 にかけて,急 速な経済成長や急速 な生産性のア

ップがなされたが,そ れ らのほとん どが この時間の経済効果 によるものであ

る。「規模の経済」や 「範囲の経済」で達成 されていたある期 間でな された

成果が,「 時間の経済」の要因により,極 端 には半分の期間で同0成 果 を得
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られると言ったことに端的に現れている。「規模の経済」 を実現するために

は,「 範囲の経済」の フロンテ ィアを乗 り越える必要性があったのである。

その時,そ の フロンティアに 「時間の経済」 として道 を開かせたのが,先 に

も述べた トヨタの 「カンバ ン方式」 に示 される様 なJITの 概念である。それ

は,製 造業では世界で初めて 日本企業により生み出された ものである。

「時間の経済」は,製 造業 よ りサー ビスや ソフ トを含 む比率 の大 きな産業

で,そ の経済効果 を大 きく発揮することになる。「時間の経済」 で成功 した

日本のセブン ・イレブンは,親 元であるサ ウス ラン ド社 を逆買収 し,「情報

の同時性 と共有の経済」や 「時間の経済」 による経済効果の経営 ツールを米

国に持 ち込み,今 や,範 囲の経済への逆戻 りにも見えるフロンティアに挑戦

を している。

5.「 情報の同時性 と共有による経済」のポジション

「情報の同時性 と共有 による経済」の効果発現は,そ の フロンティアへの

飽 くなき挑戦によ り新 しい経営の道 を開 き始めている。先 に例 としてあげた,

大量の情報処理を個人ベースで短時間の うちに実行 させることによって生み

出される経済効果 を事業のス ター トとした,マ イクロソフ ト社のような例で

ある。 このマイクロソフ ト社 は,「 時間」の経済効果 を事業の成長の糧 とし,

「範囲の経済」 を取 り込み,結 果 として 「規模の経済」 を享受す るに至 って

いる。図8に 示 した タイプBの 事業が,そ れである。

「情報 の同時性 と共有の経済」が経 済効果 を発揮す るビジネス環境 では,

ネ ットワーク外部性が働 きやすい市場性があることが多い。ネッ トワーク外

部性が働 くためには,相 互の便益創出 を実現するにたる共通プラッ トフォー

ムが環境 として存在 していなければならず,共 通プラットフォームは標準化

されていなければならない。共通 プラッ トフォーム上に乗 って ビジネスを展

開する場合,自 事業の差別化がはかれる様 なアプ リケーシ ョンと共通OSで

あるプラッ トフォーム とのイ ンター フェースが重要 な役割 を担 うことにな
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る。情 報処理 のス ピー ド向上 も優位 性 を発揮 す るが,ア プ リケ ー シ ョ ンの 拡

大 を可 能 とす るイ ンター フェースが よ り重要 な意味 を持 つ。情報処 理ス ピー

ドの ア ップや ソフ トの グ レー ドア ップは,「 時 間 の経 済 」 に よる実 現 で あ る。

言語 の アプ リケーシ ョンを含め た対応可 能業界拡大 の ため にな され るイ ンタ

ー フェー スの準備
,サ ー ビス,あ る い はそ の た め に必 要 とな る半 導体チ ップ

の デザ イ ン とい った部分 は,「 範 囲 の経 済 」 の 実 現 そ の もの とな って い く。

それ らを通 じて実現 してい く 「規模 の経 済」 の経 済効 果 に よる成果 は,収 穫
20)

逓増 を思 わせ る新 しい ビジネス環境 を創造 してい る。

米国 国内での オ フィス書 類 の翌 日配達 システム を構築す るこ とか らス ター

トした,フ ェデ ラ ル ・エ クス プ レスの例 は,メ ンフ ィス空 港 を主 軸 と したハ

ブ ・ア ン ド ・スポ ー ク といわれ る受 配送 ネ ッ トワー クに よって,「 時 間 の経

済 」 の 経 済効 果 の 発 現 か ら始 まって い る。 この効果 は,す ぐ 「規 模 の経 済 」

に よる経 済 効 果 を生 み出 し,そ の 「規 模 の経 済 」 自身 が,一 般 企 業 が持 つ 運

送 とい う ビジ ネス プロセ スの フローをス ライス した役割 を代 行す るこ ととな

った。 この ビジネス プロセスの フロー をス ライス した部 分で,フ ェデ ラ ル ・

エ クス プ レス は,現 在,ビ ジ ネス ・プ ラ ッ トフ ォー ム を市 場 に提供 す る まで

に至 って いる。 この プラ ッ トフ ォームに,各 種 異 な る 企 業 の運 送 に関 る ワー

ク フローが クロスす る ことが で きる ように,イ ン ター フ ェ ー ス を用 意 して い

る の で ある。 この イ ンター フェースは,個 々の 顧 客 に対 しカス トマ イ ズ され

てお り,プ ラ ッ トフ ォー ム を横 切 る垂 直結 合 した ワー クフ ローの相当 な部 分

をコ ンサ ル タ ン ト業務 と して請 負 うこ とも行 って いる。 この こ とに よって,

標 準 化 され た プ ラ ッ トフ ォ ー ム は,ピ ー ク時 間 の平 準 化 や,特 殊 な ピー ク時

間 の 作 業 工 程 をパ ー ト作 業 と して ワー クシェア リングを行 い,活 用 効 率 を.ヒ

げ る こ とが で きる仕 組 み に な ってい る。 この コンサ ル タン ト業務 を通 じた請

負事 業 は,す で に,金 銭 決 済 まで 請 負 うこ と を実 現 してお り,「 範 囲 の 経 済 」

の 経 済 効 果 を 出 して い る。 この ようなプ ラ ッ トフ ォー ムは,当 然 で あ るが,

「情 報 の 同 時 性 と共 有 に よ る経 済」 を発 現 で きる情 報 システ ムに よって構 築
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されていることは,い うまで もない。

時間の経過 による変化 がゆっ くりと した環境 にあ り,「 規模の経済」や

「範囲の経済」 による要因がほ とんどの優位性 を決めていた ビジネス環境で

は,選 択可能な事業経営 における環境予測が比較的容易であった。既存事業

ではいかに市場占有率を上げられるかについての競争条件の予測がそれであ

り,新 事業や海外進出により市場 をいかに拡大 してい くかといったことがそ

の範疇である。 この様 な競争条件や需要予測 といった市場調査 に近い領域で

の経営 における意志決定は,そ のプロセスが明確 になっているため,も っと
21}

も良い ものを選択で きるという自由度 を持っている。

JITに 代表 され るような時間の経済 を前進 させ た経営 のフロンティアで

は,効 率 という新 しい尺度が入るため,過 去か らの継続により線形的に予測

す るのみでは対応で きな くなって くる。 また,Web.を 活用 した,新 しい ビ

ジネス ・プラットフォームのネッ トワーク ・ビジネスに代表 されるような事

業では,「 情報の同時性 と共有の経済」が経済効果を出すため,線 形的な予

測は,不 可能 に近い もの となっている。

ある時点での利用で きる最善の技術や技能,経 営手法,等 々のベス ト・プ

ラクティスのすべて を使 って,あ る一定のコス トで創造で きる最大の価値 を
22)

生 産性 の フロ ンテ ィア とす る と,過 去 の 継 続 性 か ら の トレー ドオ フの 関係

下 で しか経 営評価 が行 えない こ ととなって しま う。

日本 の カ シオや シ ャープ等 が提 供 して きた時計や電卓,液 晶 パ ネ ル と言 っ

た 製 品 群 に あ る よ うに,多 品種,少 量,高 品 質,低 価 格,短 期 ライ フサ イ ク

ル とい う,相 反 す る トレー ドオ フ を持 つ 要 因 を同時 に実現 し得 ているケース

で は,コ ス ト優 位 と差 別 化 優 位 の 両 立 を可 能 とさせ,か つ,JITに 対 応 し,

新 しい プ ラ ッ トフ ォー ム さ え提 供 してい る とい うことが,す で に実 現 して い

る とい う こ と を認 識 しておか なけれ ばな らない。

ここで扱 われてい る経営 の フロ ンテ ィアで は,時 間の スパ ンや速 度,及 び,

ネ ッ トワ ー ク外 部性 や プ ラ ッ トフ ォームが生み 出す異 なる業界や地域 との結
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合,と いったことを加味 した経営のフロンテ ィアをも見てお く必要がある。

可能性 として進む未来のある範囲についての予想はで きるが,過 去の継続か

らの線形的な将来に向かっての確度の高い予測は益 々難 しくなっている。 こ

の様 なビジネス環境や事業経営 でのフロンティアには,常 にシナ リオを用意

してお く必要があ り,そ のシナリオにはベス ト・プラクティスを想定 したデ

ッ ドラインを決めてお き事業が努力 を傾注するス ピー ドと程度 を調整 し,先
231

を見越 した企 業変 革 の リズ ム を タイム ・ペ ー シ ング と して創 り出 してお か

なけれ ばな らない こ とが起 きる。

6.新 しい概念の尺度

「規模 の経済」や 「範囲の経済」 において通例見 られる収穫低減 といった

尺度 とは違った新 しい尺度が 「時間の経済」,「情報の同時性 と共有の経済」

において必要 とされる。「時間の経済」へ の尺度 としてはスピー ドとか効率

を新 しい次元のもとで示す ことが可能であ り,「情報の同時性 と共有の経済」

の尺度 としては,収 穫逓増 に見 られるような需要者側,供 給者側の相互働 き

かけによって生 まれる便益 を測定する尺度,あ るいは費用や リスクを相互折

半 しそこか ら得 られる相互便益 を共有する度合い等 を推 し量る尺度 によって

示す ことが可能である。 この様 な尺度 に関 しての大 きな変化は,現 実の経営

面で もはっきりと見 られ始めてお り,財 務面だけを見て も,時 間軸 を重要視

す るキャッシュフロー経営 とか,株 主が事業価値 を判断するための新 しい経

営指標 とかに,新 しい尺度が続 々登場 し,グ ローバルスタンダー ドとして定

着 を始めている。

「情報の同時性 と共有の経済」が発現 されるプラッ トフォームを,企 業内

情報 システムによって基幹業務 をERP(エ ンタープラ イズ ・リソース ・プ

ランニ ング)と して標準化,パ ッケージ化することによって,生 産管理系や

財務会計系の計画性や普遍性 をもった情報 システム基盤技術 を提供すること

が,世 界 に急速 に広 まった ことも大 きな変化への立証 となってい る。ERP
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は ドイツのSAP社 が開発 しグローバルに採用 されている財務分野主体の も

ののみならず,生 産手段や組織機能 を対象 にした もの まで,「 情報の同時性

と共有の経済」 を生み出す企業内プラットフォームの手段 として提供 されて

いる。

ERPの ような普遍化 したパ ッケー ジ型の情報 システムの採 用は,そ の

ERPの 基盤 を構成す る事業 プロセスには事業 としてのコアーコンピテンス

を持 たない ことになる。ERPの ような普遍化 したプラッ トフォームを採用

することは,オ ープンシステム化 した事業環境での競争優位 を自前の垂直統

合型のバ リューチェ......ンとして持つことができな くなったとい う実証でもあ

る。

「情報の同時性 と共有の経済」 における経営戦略では,「 新 しい ビジネス環

境の価値の創出(外 部バ リューの創 出)」 「インターフェイスの確立」「プラ

ッ トフォームの創出」「クローズ ドシステムか らオープ ンシステムへの転換」

「ONTIMEと い う場の出現」「ネッ トワーク化の一層の進行」等々が主要な

問題 となって くる。 この様な相関性のない多 くの戦略課題は,今 後 も増大の

一途 をた どってい く
。このことこそ,「 情報の同時性 と共有の経済」が内包

する未知の深淵 さを示 してお り,フ ロンティアの名に値する実体 を反映 した

もの といえる。

さ い ご に

本論での検証のためになされた事例研究によ り,1999年 に畑 中か ら提示 さ

れた 「経営のフロンティア」の全体像は,ほ ぼ全体 を解明 し得 た。 また,衣

笠 と畑 中によるその後の4年 間の実証研究か ら,現 在直面 している 「情報の

同時性 と共有の経済」 をめ ぐるフロンティアの特質について もsそ れが現実

であることを明確 にし得た。特 に,「 情報の同時性 と共有 の経済」 について

は,現 在起 きている,あ るいは,こ れから起 きる可能性のある 「情報の同時
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性 と共有の経済」 に関わる主要な問題 をも抽出することがで きた。

本テーマの今後の展望 については,本 論文で提示 している概念の輪郭が,

時代の推移 とともに現実の もの として実証 され,よ り確実に把握で きるであ

ろうことを上げてお きたい。衣笠 と畑中によって研究がなされて きた 「フロ

ンテ ィア」の実証研究について,畑 中が指摘 した1999年 時点では,未 だ概念

化,普 遍化 されていなっかった戦略的事業活動 と経営行動の実際が,次 々と

実証解明されて きたことで,事 例研究の持つ効果の大 きさが確認で きたこと

は得がたい成果であった。同時に,経 営の トップ ・マネジメン トが挑戦 して

いる 「フロンテ ィア」が,そ の実証的解明か ら再確認で きたことも貴重な成

果 となった。
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